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公立大学法人横浜市立大学基本情報 

 
１．現況（令和６年５月１日現在） 

①大学名 

 横浜市立大学 

 

②所在地 

金沢八景キャンパス    横浜市金沢区瀬戸 22-２ 

福浦キャンパス      横浜市金沢区福浦３-９ 

鶴見キャンパス      横浜市鶴見区末広町１-７-29 

舞岡キャンパス      横浜市戸塚区舞岡町 641-12 

みなとみらいサテライトキャンパス 

横浜市西区みなとみらい２ ‐ ２ ‐ １  

横 浜 ランドマークタワー７ 階  

附属病院          横浜市金沢区福浦３-９ 

附属市民総合医療センター 横浜市南区浦舟町４-57 

 

③役員の状況 

   理 事 長        近野 真一 

   副理事長（学長）    石川 義弘 

   理事 ９名 

 監事 ２名 

 

④教職員数 

教員    822 名 

   職員  2,528 名 

 

 

 

 

⑤学部・研究科の構成及び学生数     総計 5,239 名 

国際教養学部           1,276 名 

 国際商学部            1,195 名 

 理学部             531 名 

 国際総合科学部                    22 名 

  データサイエンス学部                275 名 

  医学部 医学科                   553 名 

看護学科                  427 名 

都市社会文化研究科（博士前期・後期課程）       58 名 

国際マネジメント研究科  （同）            51 名 

生命ナノシステム科学研究科（同）           131 名 

  生命医科学研究科     （同）           131 名 

  データサイエンス研究科   (同)      90 名 

  医学研究科（修士・博士課程及び博士前期・後期課程） 499 名 

 

２．大学全体の理念 

①YCU ミッション 

  国際都市横浜と共に歩み、教育・研究・医療分野をリードする役割を

果たすことをその使命とし、社会の発展に寄与する市民の誇りとなる

大学を目指す。 

 

②取組の基本方針 

 ・「横浜から世界へ羽ばたく」人材育成と知の創生・発信 

 ・学生・市民・社会に対して本学が有する知的・医療資源の還元 
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令和５年度実績報告書「総括」  

令和５年度は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染症法上の分類が「５類」に移行し、コロナ禍からの正常化が進んだ。社会経済の動向としては、

企業の賃上げ率が30年ぶりの高水準を記録する一方、円安の進行や物価上昇の長期化など、情勢の変化が見られる１年であった。 

そのような中、本学では第４期中期計画の初年度として、これまで３期18年間で積み上げてきた実績をもとに、今後６年間の中期計画達成に向けて、好スタ

ートを切る年との位置付けのもと、市民の誇りとなる大学・病院であるべく将来に向けて発展し続けるため、教育・研究・医療の各分野において取組を進めた。 

 

Ⅰ 教育 

高等教育推進センターを中心として、教学IRに基づく FD・SD 研修会を実施し、医学部では医学教育分野別評価を受審（認定は令和７年度以降）するとと

もに、看護学科と附属２病院看護部との連携強化を目的とした YCU 看護キャリア開発支援センターを設置するなど教育の質保証を推進した。データサイエン

ス研究科ではヘルスデータサイエンス専攻博士後期課程を開設したほか、データサイエンスに関する２つの履修証明プログラムを開始するなど、みなとみら

いサテライトキャンパスやオンラインを活用しながら博士人材の育成や社会人教育を推進した。より多くの学部生に「数理・データサイエンス・ＡＩ」の素

養を身に付けさせるため、「ＡＤＥＰＴプログラム」の履修促進の取組を進めた。文部科学省のデジタル・グリーン等の成長分野をけん引する大学等の機能強

化に向けた「大学・高専機能強化支援事業」に申請し選定された（令和５年７月）。これにより、全学のリソースを活用しながら、データサイエンス学部及び

データサイエンス研究科を強化するため、具体的な検討を進めた。 

困窮学生に対する「食の支援」として、コロナ禍以降も物価高騰の影響を受けている学生に対し、日本学生支援機構の「物価高に対する経済対策支援事業」

支援金を活用した特別開催を通常開催に加えて実施し、より手厚い支援を行った。 

 

Ⅱ 研究  

文部科学省「地域中核・特色ある研究大学の連携による産学官連携・共同研究の施設整備事業」に採択され（令和５年４月）、産学官共創のオープンイノベ

ーションラボやインキュベーション施設など研究拠点の整備を進めた（令和６年竣工予定）。 

先端医科学研究センターを拠点とし、文部科学省より平成30年度より認定されている共同利用・共同研究拠点「マルチオミックスによる遺伝子発現制御の

先端医学共同研究拠点」の認定期間終了に伴う期末評価でＳ評価となり、さらに７年間の再認定となったほか、研究・産学連携推進センター内に新たにコア

ファシリティ部門を設置し、学内における研究機器の共用化、共同研究の促進に向けた体制を整備して共用機器に関する基本指針を策定した。 

JST「共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）」事業（令和４年度採択）により産学官連携事業を推進したほか、学内シーズの発掘から社会実装までをサ

ポートし、オープンイノベーションを推進する中心的な役割を担う組織を立ち上げるため、体制整備と設置規程の策定を行い、令和６年４月の「共創イノベ

ーションセンター」設置につなげた。 
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Ⅲ 医療 

新型コロナが「５類」となり、ウィズコロナの診療を行いながら、大学病院として「高度で質の高い医療提供」を推進した。 

新たな取組として、一部の診療科において「日帰り手術又は１泊２日の入院」の運用を開始し、患者ニーズに応えた(【附】)ほか、LINEを活用した初診

予約システムを導入し、患者の利便性向上を図った(【セ】)。また、重症系病床増床に向けた準備工事(【附】)や、狭あい化している外来化学療法室の拡

充などの改修工事を実施し(【セ】)、高度急性期病院としての機能強化を行った。 

令和６年４月施行の「医師の働き方改革」に向けて、医師のタスクシフト・タスクシェアを進め、医師事務作業補助者の人材確保に向け、処遇改善に取

り組んだほか、「医師の労働時間短縮計画」を策定し、神奈川県から「連携Ｂ水準」（【附】）、「Ｂ水準」（【セ】）に指定された。 

令和６年の能登半島地震では、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）を派遣し、被災地にて支援活動を行い、災害時医療に貢献した（【附】・【セ】）。 

 

Ⅳ 法人経営 

令和５年度は、コロナ関連補助金の減少等により、法人全体で約21億円の経常損失を計上した。附属病院では入院外来ともに患者数がコロナ以前に戻りつ

つある一方、センター病院は戻り幅が緩くなっており、結果として附属２病院で異なる損失の出方となった。 

経営改革の取組として、理事長をトップとして設置した改革推進会議を計18回開催し、今後の収支改善に向けた課題の整理を行ったほか、下部組織の「地

域中核事業推進プロジェクト」、「学部・研究科あり方プロジェクト」、「ＤＸ推進プロジェクト」等で課題検討を進めた。 

ガバナンス強化の取組として、「公立大学ガバナンス・コードにかかる適合状況」を公表したほか、令和６年４月に理事長直轄の独立した組織として「監査

室」を新設し、内部監査体制の確立を図った。 

医学部・病院等再整備事業については、これまで、根岸住宅地区を最有力候補地として一体的に再整備を行うことで検討を進めてきたが、方針を一部見直

し、「統合する附属病院は、センター病院のある浦舟地区、医学部・研究施設は根岸住宅地区」で整備することを基本として、今後計画の検討を進めていくこ

ととなった。 
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自己評価の集計結果一覧

中項目 【計画№】 S A B C D 合計 自己評価

Ⅰ 教育 【1】〜【11】 0 2 9 0 0 11 B
1 新たな時代を見据えた教育の提供 【１】【２】 0 0 2 0 0 2 B

2 ５学部６研究科における教育の充実 【３】～【６】 0 2 2 0 0 4 A

3 時代に即した学修環境・学生支援の提供 【７】【８】 0 0 2 0 0 2 B

4 多様で優秀な人材の獲得と輩出 【９】【10】 0 0 2 0 0 2 B

5 社会人の学び直し 【11】 0 0 1 0 0 1 B

評価
概要

Ⅱ 研究 【12】〜【16】 0 1 4 0 0 5 B
1 先進的・学際的研究等の推進 【12】【13】 0 1 1 0 0 2 A

2 オープンイノベーションの推進 【14】 0 0 1 0 0 1 B

3 研究基盤の強化及び支援体制の整備 【15】【16】 0 0 2 0 0 2 B

評価
概要

自己評価
S：計画を大きく上回って実施している、または特筆すべき状況にある A：計画を上回って実施している B：【標準】計画どおり実施している C：計画を十分に実施していない D：重大な改善事項がある

項目
大項目

指標では、学生満足度（共通教養カリキュラム評価）（【2】88.0％（目標83％））、数理・データサイエンス・AI教育プログラム履修率（【2】35.3％（目標23％））、「リカレント教育」に係る
プログラム設置数（【11】12件（目標7件））等、多くの項目で目標達成した一方、領域横断型プログラム修了者数（数理・データサイエンス・AI教育プログラム除く）（【2】42人（目標60
人））については未達成となった。令和５年度は、データサイエンス研究科ヘルスデータサイエンス専攻博士後期課程の開設、文科省「大学・高専機能強化支援事業」の選定による
データサイエンス学部及び研究科の強化に向けた検討、JST「次世代研究者挑戦的研究プログラム(SPRING)事業」の採択による博士後期課程学生への支援などの取組を進めた。
これらの実績を評価し、Ⅰ-2（中項目）はA評価、Ⅰ全体はB評価とした。

指標については、中期６年間の累計目標達成に向けて各取組を進めた。令和５年度は、文科省「地域中核・特色ある研究大学の連携による産学官連携・共同研究の施設整備事
業」の採択により研究拠点の整備を進めたほか、共同利用・共同研究拠点「マルチオミックスによる遺伝子発現制御の先端医学共同研究拠点」（平成30年度～文科省認定）の認定
期間終了に伴う期末評価でＳ評価となり、７年間の再認定となった。またオープンイノベーションを推進するため、体制整備と設置規程の策定を行い、令和６年４月の「共創イノベー
ションセンター」設置につなげた。これらの実績を評価し、Ⅱ-1（中項目）はA評価、Ⅱ全体はB評価とした。
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中項目 【計画№】 S A B C D 合計 自己評価

自己評価項目
大項目

Ⅲ 医療 【17】〜【25】 1 7 9 1 0 18 B
1 患者本位の医療の提供と患者安全の取組 【17】～【20】 0 2 6 0 0 8 B

2 質の高い医療の提供 【21】【22】 0 2 2 0 0 4 B

3 政策的医療への貢献、地域医療の推進 【23】【24】 1 1 1 1 0 4 B

4 明日を担う質の高い医療人材の育成と活用 【25】 0 2 0 0 0 2 A

評価
概要

Ⅳ 法人経営 【26】〜【42】 0 0 15 3 0 18 B
1 経営改革を強力に推進するガバナンスの強化 【26】 0 0 1 0 0 1 B

2 不断の経営改革及び持続可能な経営のための自己収入確保 【27】～【29】 0 0 1 2 0 3 C

3 コンプライアンス推進、リスクマネジメントの確立   【30】【31】 0 0 2 0 0 2 B

4 教職員エンゲージメントの向上 【32】【33】 0 0 1 1 0 2 C

5 ＹＣＵの価値向上 【34】～【37】 0 0 4 0 0 4 B

6 課題解決を目指した地域社会との協働の推進 【38】 0 0 1 0 0 1 B

7 医学部・病院再整備事業を見据えた取組の推進 【39】【40】 0 0 3 0 0 3 B

8 環境への配慮や交流を意識したキャンパスづくり 【41】【42】 0 0 2 0 0 2 B

評価
概要

Ⅴ 自己点検及び評価 【43】 0 0 1 0 0 1 B
評価
概要

合計 1 10 38 4 0 53 −

中期計画の周知と自己点検及び評価を計画通り実施したことを踏まえ、Ｂ評価とした。

指標については、患者満足度（【17】附78.9％（目標78％）、セ78.4％（目標77％））、医療安全管理研修の受講率（【17】附・セともに100％）、クリニカルパス適用率（【20】附51.4％
（目標50％）、セ56.8％（目標55％））等が目標達成した一方、救急応需率（【23】附88.1％（目標86％））、新入院患者数（【24】セ18,637人（目標19,300人））、DPC入院期間Ⅱ以内の
退院割合（【20・24】セ73.6％（目標75％））等が未達成となった。「医師の働き方改革」に向けて医師のタスクシフト・タスクシェアを進めたほか、令和６年能登半島地震ではDMATを
派遣して被災地にて支援活動を行い、災害時医療に貢献した。また臨床研修プログラムを充実させるなど、医療人材の育成に取り組んだ。これらの実績を評価し、Ⅲ-4（中項目）は
A評価、Ⅲ全体はB評価とした。

指標では、障害者雇用率（【33】2.58％（目標：法定雇用率以上））、市の施策立案等に関わる連携取組件数（【38】33件（目標28件））等が目標達成した一方、寄附獲得額（【28】1.7
億円（目標2.5億円））、配偶者の出産に伴う休暇の取得率（【33】53.8％（目標100％））については未達成となった。理事長をトップとして設置した改革推進会議を開催し、今後の収
支改善に向けた課題の整理を行ったものの、令和５年度決算については法人全体で経常損益が約21億円の赤字となった。これらを踏まえ、Ⅳ-2、Ⅳ-4（中項目）はC評価、Ⅳ全体
はB評価とした。
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

Ⅰ 教育 
  

１ 新たな時代を見据えた教育の提供 
 

【１】教育の質保証 

全学組織である高等教育推進

センターを中心に、教学 IR1や

FD2・SD3の取組を推進するととも

に、自己点検の実施及び大学機

関別認証評価の受審を通して、

部局や分野を横断した教育プロ

グラム改善の PDCA サイクルを

実行し、教育の質保証を図る。

社会の変化や高等教育のトレン

ド、学内における先進的な取組

に関する情報を収集し、社会情

勢に即した新たな教育を全学に

展開することにより、教育の質

向上につなげる。 

 
【主な指標】 

◆教学 IR と連動した FD 実施回

数：１回／年 

◆FD・SD 受講率：85％／年 

◆大学機関別認証評価：「認定」／

令和９年度受審予定 

 

 

 

 

●高等教育推進センターを中心とした３つのポリシー

の実現と教育の質保証の推進 

①国際総合科学群及び医学群双方の教学 IRと FD・SD の

取組を共有し、両学群の連携を深める。 

②各学部・研究科の課題解決や高等教育のトレンドの情

報収集のための FD･SD 研修会の企画、運営を行い、成

果を報告する。 

③教学 IR 活動により抽出された課題の解決のための

FD･SD 研修会を実施する。 

 

④教学 IR 検討ワーキングを年３回開催し、調査・分析・

評価を行い、成果を報告する。 

 

 

 

 

⑤医学教育分野別評価を受審する。（受審：令和５年 11

月、認定：令和 7 年度以降） 

 

 

 

 

①両学群における好事例の取組を集約し、高等教育推進セン

ター会議で共有した。 

②医学群主催で全学対象の「Chat GPT 等生成 AI に関する

理解を深めるための FD研修会」を開催した。 

 

③全国学生調査にて全学的な課題として挙げられた「課題等

の提出物に適切なコメントが付されたか」に関連する FD･

SD 研修会（理学部主催）を２月に実施した。 

④計画を上回り、両学群合計で年８回開催し、成績評価の客

観性についての評価や授業外学修時間の確認など、教育・

学修成果の把握を行った。また、国際総合科学群では授業

外学修時間が長い科目の特徴分析や、医学群では科目間相

関分析を行い、改善点などを見出した。さらに、結果につ

いてはカリキュラム改善の参考データとして提供した。 

⑤医学教育分野別評価に向けて滞りなく準備を進め、受審し

た。 

 
 

中期指標 R5 

教学 IR と連動した 

FD 実施回数 
１回／年 

FD･SD 受講率 89.4％／年 

大学機関別認証評価 ⑤のとおり 

Ｂ 

 
1 IR（Institutional Research）：計画立案、政策形成および意思決定等のサポートをするために必要な「情報提供」を目的とした、学内外データの収集・分析機能のこと 
2 FD（Faculty Development）：授業方法、内容を改善、向上させるための組織的な取組 
3 SD（Staff Development）：教職員の職能開発のための組織的な取組 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

【２】全学共通の教育の推進 

学部教育では、社会情勢の変化

やＩＣＴの進展等を踏まえて、全

学部生が履修する共通教養教育

や領域横断型プログラムを見直

し、データ思考教育など時代に即

した教育の充実を図る。 

また、大学院教育では、研究科を

超えた学際的連携を推進するほ

か、最先端の教育研究機器の活用

を進め、教育研究の充実と向上を

図る。学部・研究科や分野を超え

た連携を推進し、領域横断型教育

を実践する。加えて、学部・大学

院教育を通して、近年社会から求

められている研究倫理に関する

取組を体系的に継続して実施し

ていく。 

さらに、本学が目指すグローバ

ル教育の方針を策定し、国際的に

リーダーシップを発揮できる人

材の輩出に資する留学体系を整

備し、質の高い多様な留学プログ

ラムを構築するとともに、国際共

修プログラム4等の拡充により充

実を図る。 

 

 

 

 

 

●学術院を軸にした領域横断教育の推進 

①領域横断型プログラムの一部について、学生が履修し

やすいよう見直す。 

 

②「ＡＤＥＰＴ5プログラム」の履修促進の取組を進め、

より多くの学部生に「数理・データサイエンス・ＡＩ」

の素養を身に付けさせる。 

③医理連携を推進し、交流セミナーの実施や大学院科目

「バイオインフォマティクス」の開講など協働を継続

する。 

④最先端の機器を活用した研究成果の創出や教育研究

の質向上、効率化につなげる。 

 

⑤各学部・研究科で学年に応じた研究倫理教育を継続し

て実施する。 

 

●共通教養教育の見直し 

⑥新カリキュラムを開始し、運営する中で生じた課題に

ついて、改善対応を行う。 

 

⑦「看護英語」の教授内容見直しについて Practical 

English センター、看護学科で検討を進める。 

 

 

●グローバル教育の推進（Ⅶグ） 

⑧グローバル教育の方針を策定する。（Ⅶグ） 

 

 

⑨質の高い留学プログラムを提供するため既存プログ

ラムを整理する。（Ⅶグ） 

 

 

①領域横断型プログラムのひとつである「医療イノベーショ

ン経営管理人材育成プログラム」を見直し、プログラムの

目的、対象科目を新たにした。 

②オリエンテーションによる勧奨、履修しやすい時間割調

整、オープンバッジの発行など履修促進の取組の結果、履

修率は 35.3％となり、目標(23％)を上回った。 

③医理連携協議会を４回、医理連携セミナーを２回開催、バ

イオインフォマティクス特講を開講した。 

 

④木原生物学研究所では、外部研究費により新たに購入した

研究機器を共用化するとともに、技術セミナーを開催し、

研究所全体で効果的・効率的な研究活動を推進した。 

⑤入学時の早い時期に倫理教育全般の指導を行った。医学科

では４年次リサーチクラークシップにおいて、研究倫理の

e ラーニング等を受講必須としている。 

 

⑥令和５年度新カリキュラムの「YCU リベラルアーツ入門」

を令和６年度はオンデマンドに変更し受講しやすい環境

を整えるなど、改善に向けた取組を行った。 

⑦看護英語の年間実施回数を集中して授業を受けるよう通

年から前期開催のみとするなどの見直しを行った。教授内

容については全学の PE・APE の改善と並行して、看護学科

の英語力向上につながるよう検討を続ける。 

 

⑧各学部長・研究科長ヒアリング等を実施する一方で、新学

長の意向も反映すべく、令和６年度の策定完了を目指すこ

ととした。 

⑨既存のブリッジプログラムを、質が担保され、かつ費用面 

で参加しやすい交換留学に統合し、学生が参加しやすいよ

う整理すると共に業務を効率化した。 

Ｂ 

 
4 国際共修プログラム：外国人留学生と日本人学生等、多様な文化的・言語的背景を持つ学生がともに学び合うプログラム 
5 ADEPT（AI Data Science Education Program for Tomorrow）プログラム：習得した知識・技術を基に人間を中心とした適切な判断ができ、自らの意志でデータや AI 技

術を有効かつ、安全に活用することができる素養を身に付けることを目的とした全学部共通のプログラム 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

 

 

 

 

【主な指標】 

◆学生満足度（共通教養カリキュ

ラム評価関連）：83％／年 

◆数理・データサイエンス・ＡＩ

教育プログラム履修率：50％／

年（令和７年度以降） 

◆領域横断型プログラム修了者

数（数理・データサイエンス・

ＡＩ教育プログラムを除く） 

：300 人／期間中 

⑩各学部の特長を反映した第２クォータープログラム

を構築する。（Ⅶグ） 

⑪大学院看護学専攻では、国際誌への論文投稿支援のた

め演習科目を設置し、開講する。（Ⅶグ） 

 

 

＊令和５年度目標 

◆数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム履修率：

23％（学部収容定員中） 

◆領域横断型プログラム修了者数（数理・データサイエ

ンス・ＡＩ教育プログラムを除く）：60人／年 

◆学生満足度（留学プログラム参加者の評価）：80％以上

（Ⅶグ） 

 

⑩過去の実績から、学生のニーズの高いエリア・内容でプロ

グラムを新設し、過去最高の応募者数を確保した。 

⑪令和５年度から博士前期課程、博士後期課程に演習科目を

開講し、令和５年度は学生７名が履修した。 

 

 

 

 

中期指標 R5 

学生満足度（共通教

養カリキュラム評価

関連） 

88.0％／年 

数理・データサイエ

ンス・ＡＩ教育プロ

グラム履修率 

37.5％／年 

領域横断型プログラ

ム修了者数（数理・

データサイエンス・

ＡＩ教育プログラム

を除く） 

42 人／年 

令和５年度指標 R5 

学生満足度（留学プロ

グラム参加者の評価）

（Ⅶグ） 

91.6％／年（２Q プログラム） 

２ ５学部６研究科における教育の充実 
 

【３】〈国際教養学部・国際商学

部・理学部・データサイエンス学

部〉 

各学部の特長を活かした専門

教育により、各分野の基礎から応

用にわたる知識や技能、幅広い教

養と高い専門的能力、グローバル

な視点を有し、社会課題の解決を

●ディプロマポリシー・カリキュラムポリシーを踏まえ

た教育の提供 

①数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム（応用

基礎レベル）プラス認定レベルのプログラムを検討、

実施する。 

【国際教養学部】 

②グローバル人材育成及び地域人材育成のため、カリキ

ュラムの見直しを進める。 

 

 

①プラス認定レベルではないものの、令和６年度の文部科学

省申請を目指して、令和５年度に「国際商学部データサイ

エンス人材育成プログラム」を開設した。 

 

②2Q 留学を促進するためのカリキュラムの一部見直しを実

施した。 

Ａ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

担う人材を育成する。あわせて、

数理・データサイエンス・ＡＩ等

の社会の変化に対応する知識を

養う教育プログラムを提供する。 

さらに、地域社会、企業、研究

機関等との連携・協働も含めて得

られた「総合知」を活用し、社会

の諸課題へ的確に対応できる人

材を育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な指標】 

◆学生満足度（カリキュラム評価関

連）：87％／年 

◆学生による学修成果の評価状

況（カリキュラム評価関連）：第

３期の水準超 

 

【国際商学部】 

③令和６年度に文部科学省の教育プログラム認定を目

指すため、今年度以降入学者を対象に「国際商学部デ

ータサイエンス人材育成プログラム」（仮称）の開設を

進める。 

【理学部】 

④カリキュラム評価アンケートなどを参考にカリキュ

ラムの検証及び見直しを行い、あわせて大学院への接

続強化に向けた具体的方策の検討を進める。 

【データサイエンス学部】 

⑤「データサイエンス人材育成プログラム」の１年目の

認定実績を分析して、認定数増加施策を立案・実施す

る。 

 

 

③令和５年度に本プログラムを試行開設した。令和 6 年度か

らは本格的にプログラムを開設し、令和６年５月に文部科

学省へ申請予定である。 

 

 

④カリキュラムや科目毎の履修者数などを評価し検証を行

った。また、基礎ゼミにてキャリアプランの提示などを行

い、大学院進学のメリットの浸透に努めた。 

 

⑤認定実績を分析し、必修科目と選択科目を入れ替えるなど

プログラム認定条件の改訂を行った結果、前年度に比べて

認定数が増加した。(登録者数:R4 68 名→R5 109 名、 

修了者数:R4 7 名→R5 11 名) 

 

【特記事項】 

○計画になかった取組として、国の「大学・高専機能強化支

援事業」の選定を受け、これまでのデータサイエンス教育

の経験を基盤に、全学的な議論を展開し、デジタル分野に

おける高度人材の育成を強化する、という社会的要請に応

えるための変革を開始することができた。これらの実績は

全学的な教育力の向上に寄与するため、Ａ評価とした。 

※【５】再掲あり 

中期指標 R5 

学生満足度（カリキュ

ラム評価関連） 
88.7％／年 

学生による学修成果

の評価状況 

 a.自ら課題を見つ

け、それを論理的

に解決できる能力 

 b.豊かな教養  

 c.高い専門的能力  

 d.国際的視野  

a.  95.6％／年（94.0％） 

b.  93.8％／年（93.5％） 

c.  85.6％／年（83.9％） 

d.  69.9％／年（69.0％） 
※（括弧）内は第３期の水準 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

【４】〈医学部〉 

医学部の使命である「地域社会

や国内外で活躍できる医学・看護

を担う人材育成」を進めるため、

モデル・コア・カリキュラム6改訂

への対応、医学教育分野別評価7

の受審等を通して、カリキュラム

や授業方法等の見直しなど継続

的な医学教育の改革・改善を図

る。 

また、学生ニーズに対応した留

学プログラムの構築及び医療現

場・医療研究で活用できる実践的

な英語力を身に付けるための取

組を進める。 

さらに、看護学科では、附属２

病院と協働して優秀な看護師等

の養成及び人材育成を一体的に

進める。 

【主な指標】 

◆医学教育分野別認証評価： 「認

定」／医学 令和５年度受審予定、

看護 令和９年度受審予定 

 

●ディプロマポリシー・カリキュラムポリシーを踏まえ

た教育の提供 

①医学教育分野別評価受審や医学教育モデル・コア・カ

リキュラムの改訂を踏まえ、カリキュラムや授業方法

の見直しを図る。 

②ポストコロナの派遣プログラム体験学生からフィー

ドバックを集め、プログラム運営を検証し、２つ以上

の改善案を策定する。 

③Practical English センターと連携し、e ラーニング

等を活用した実践的な医学・医療英語を学べる学習環

境の整備を検討する。 

④看護学科では実習運営において附属２病院等の医療

機関と協働する。 

 

 

 

①講評時に指摘を受けた学生の電子カルテ利用等について

改善に向け協議を開始した。 

 

②これから留学を目指す低年次生に報告会の場を提供した

ほか、渡航手続きの簡略化など運営改善を行った。 

 

③３年次医学英語をクラスごとに開講ができる金沢八景キ

ャンパスにする等、実践的な医学・医療英語を学べる学習

環境を整備した。 

④附属２病院看護部から講師を招き、実習の授業を実施し、

最新看護に関する情報や取組を学生に教授できた。また、

YCU 看護キャリア開発支援センターの体制を整備し、令和

６年４月から設置、始動した。 

 

【特記事項】 

○計画になかった取組として、神奈川県と文科省と協議を重

ね、令和６年４月から医学部医学科の指定診療科枠の学生

定員を３名増員し、地域医療に貢献した。 

中期指標 R5 

医学教育分野別認証

評価 

①のとおり 

Ｂ 

【５】〈都市社会文化研究科・国際

マネジメント研究科・生命ナノシ

ステム科学研究科・生命医科学研

究科・データサイエンス研究科〉 

各研究科の特長を活かすとと

もに、データ思考人材、イノベー

ティブ人材を育成する教育研究

体制を構築する。高度な専門性と

●ディプロマポリシー・カリキュラムポリシーを踏まえ

た教育の提供 

①データ思考関連科目やインターンシップ科目の追加

など、フェローシップ事業を推進し、イノベーティブ

人材を育成する。 

②みなとみらいサテライトキャンパスやオンラインの

活用など現役社会人世代にも学びやすい環境を提供

する。 

 

 

①フェローシップ支援学生はデータ思考関連科目の履修を

必須とした。 

 

②社会人が多く受講する科目やプログラムを土曜日等に複

数開講できるよう教室向けのスペースを拡充したほか、無

線 LAN 環境の拡張によりハイブリッド授業対応の充実を

Ａ 

 
6 モデル・コア・カリキュラム：各大学が策定する「カリキュラム」のうち、全大学で共通して取り組むべき「コア」の部分を抽出し、「モデル」として体系的に整理したも

の。令和６年改訂予定 
7 医学教育分野別評価：受審大学がグローバルスタンダードに基づいた自己点検評価と外部評価により教育の質を改善していく制度 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

研究力を有し、学際的視点をもっ

て複雑な社会課題の解決をリー

ドして社会に貢献する人材をよ

り多く輩出するため、特に、学士

課程～博士前期課程～博士後期

課程の進学（一貫教育)や社会人

教育を推進する。 

 

【主な指標】  

◆学際的連携の推進     

【都市社会文化研究科】 

③学部と連携した５年一貫教育及び博士前期課程での

留学を含めた６年一貫教育強化として、交換留学先の

確保を進める。 

 

④社会人向けの持続可能な地域社会プログラムの充実

のため、カリキュラム及び講義内容を見直す。 

 

【国際マネジメント研究科】 

⑤ソーシャルイノベーション社会人ＭＢＡプログラム

（ＳＩＭＢＡ）の積極的な広報活動を行い、社会人受

験生の獲得に努め、本学のリカレント教育に貢献す

る。 

⑥社会人在学生の学修ニーズをもとに、必要な体制を拡

充するとともに、厚生労働省「教育訓練給付制度」活

用の周知を図っていく。  

【生命ナノシステム科学研究科】 

⑦入試説明会やホームページによる広報活動等を進め、

社会人を含む優秀な学生の確保・増加を図る。 

⑧英語開講科目の拡充及び海外連携大学やＭｏＵ締結

大学を広げるために、英語版ホームページ、パンフレ

ット等を改訂、活用してグローバル化を推進する。 

【生命医科学研究科】 

⑨オンライン活用など社会人学生の獲得につながる取

組を継続する。 

⑩スーパーコンピュータの機器更新を円滑に進め、研究

成果の創出や教育研究の質向上、効率化につなげる。 

【データサイエンス研究科】 

⑪ヘルスデータサイエンス専攻博士後期課程を開設す

る。 

⑫社会人を対象として、データサイエンスに関する複数

の履修証明プログラムを開始する。 

 

図った。 

③学部大学院一貫教育を前提とする内部進学者が令和５年

度は８名、令和６年度は３名（早期履修生）となった。 

学部生の交換留学先を大学院生の留学先として確保でき

ないか検討した。 

④社会人の受講を考慮し、平日夜間、土曜、集中前期に開講

日時を整え、オンラインを積極的に活用し、よりプログラ

ムに特化した講義提供のため非常勤講師を２名交代する

など内容を見直した。 

⑤大学ホームページに、ソーシャルイノベーション研究プロ

グラムの特設ページを新設した。 

 

 

⑥新入生オリエンテーション、入試説明会で周知を行った。 

 

 

 

⑦入試説明会を年２回開催し、博士後期課程進学者が増加し

た。 

⑧台湾、中国の連携大学とともに国際リトリートプログラム
※及び共同研究プログラムを実施し、グローバル化を推進

した。 
 ※卒業研究によって得られた成果を海外の大学等で英語を使って

発表し、海外の研究者とディスカッションできるプログラム 

 

⑨対面・オンライン併用の授業・研究指導も取り入れ、入学

予定者の半数近くに相当する６名が社会人学生となった。 

⑩スーパーコンピュータを予定どおり更新した。 

⑪ヘルスデータサイエンス専攻博士後期課程を開設し、定員

を満たす３名の学生が入学した。 

⑫統計コースと機械学習コースの２つの履修証明プログラ

ムを開始し、延べ６名の社会人が受講した。 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

【特記事項】 

○計画になかった取組として、国の「大学・高専機能強化支

援事業」の選定を受け、これまでのデータサイエンス教育

の経験を基盤に、全学的な議論を展開し、デジタル分野に

おける高度人材の育成を強化する、という社会的要請に応

えるための変革を開始することができた。 

○「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシッ

プ創設事業」の継続事業である「次世代研究者挑戦的研究

プログラム(SPRING)事業」に申請し、採択されたことによ

り、博士後期課程学生への支援を充実(人数 8 人→15 人/1

年当たり、支援額 250 万円→290 万円/年間・1 人当たり)

させることができることとなった。 

○これらの実績は全学的な教育力と研究力の向上に寄与す

るため、Ａ評価とした。 

※「大学・高専機能強化支援事業」は【３】再掲あり 

※「次世代研究者挑戦的研究プログラム(SPRING)事業」は

【６】【16】再掲あり 

 

 

中期指標 R5 

学際的連携の推進  ⑧のとおり 

【６】〈医学研究科〉 

高度な学識と実践能力の養成、

地域社会や国際社会で活躍・貢献

できる人材の育成、研究成果の還

元等、社会情勢に応じた取組を展

開するほか、感染症対策や公衆衛

生施策を担う専門的人材の教育・

研究指導を強化する。 

あわせて、データ思考人材やイ

ノベーティブ人材を育成する教

育研究体制の構築、研究指導を行

うとともに、その評価によって質

●ディプロマポリシー・カリキュラムポリシーを踏まえ

た教育の提供 

①カリキュラムに沿って講義運営及び研究指導を実施

する。 

②データ思考イノベーティブ人材フェローシップ事業

に関する医学研究分野からの応募学生の確保及び研

究指導を行う。 

③医理・医経・医ＤＳ等の学際的連携による取組を推進

するとともに関連する履修プログラムを運営する。 

 
 
 

 

 

①教育評価アンケートによる教育改善を行い、カリキュラム

に沿って実施した。 

②計画どおり実施した。 

 

③生命医科学研究科をはじめとする理系研究科・学部との医

理連携を推進した。 

ヘルスデータサイエンス専攻及び理学部への早期履修の

提供、医療経営政策プログラムを通じた国際マネジメント

研究科科目の受入れなど、カリキュラム上での連携を推進

した。 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

を高める活動を推進する。 

また、医療現場で働く学生に向

けても、高度な専門性に立脚した

実践力を養成するプログラムを

展開する。 

 

【主な指標】 

◆学際的連携の推進 

 

 

 

  

 

【特記事項】 

○「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシッ

プ創設事業」の継続事業である「次世代研究者挑戦的研究

プログラム(SPRING)事業」に申請し、採択されたことによ

り、博士後期課程学生への支援を充実(人数 8 人→15 人/1

年当たり、支援額 250 万円→290 万円/年間・1 人当たり)

させることができることとなった。 

※【５】【16】再掲あり 

中期指標 R5 

学際的連携の推進  ③のとおり 

３ 時代に即した学修環境・学生支援の提供 
 

【７】学修者本位の教育に向けた

学修環境提供 

ＬＭＳ8等を活用した学修履歴

の可視化を通して、学生が将来を

見据えて主体的に学生生活を送

り、成長できる学修環境を提供す

ることで、学修者本位の教育を実

践する。 

また、学術情報については、日

常の利用者とのやり取りやアン

ケート等により学生や教員のニ

ーズを的確に把握し、それに沿っ

た資料の整備や利用環境の充実、

資料利活用促進のための取組を

進めるとともに、授業連携・教育

研究支援を推進する。 

 

 

 

●ＤＸ（ＬМＳ）、多様な授業形態の活用 

①ＬＭＳ「YCU-Board」の目標設定及び振り返りと担任教

員によるフィードバックの入力促進を通じて、学生が

目標から逆算して主体的に学生生活を送るよう支援

する。 

②キャンパス間をまたぐ講義等について、遠隔講義を活

用し、効果的な学修を支援する。 

 

●学術情報の提供のあり方検討 

③学修・研究スタイルの変化に柔軟に対応した資料整備

を行う。 

④資料利活用促進のため、各種ツールを用いて情報発信

する。 

 

●問題発見・課題解決力養成のための学修環境整備・支援 

⑤ガイダンス動画の公開、レファレンスサービス等によ

る学修支援を実施する。 

 

 

 

①計画どおり実施した。また、ＬＭＳの利用性向上のための

システム改修を行った。学生の目標記入率低下が課題とな

ったが（約 20～30％）、令和６年度前期の目標記入に向け

て、学生向けの説明会を企画した。 

②オンラインでも高い学習効果が見込める科目、キャンパス

間をまたぐ講義等をオンライン授業科目として選定し、効

果的に遠隔講義に活用した。 

③学部毎に電子資料及び冊子体雑誌資料費を分配し、各分野

で重要とされる基準に基づいて資料の選定ができる仕組

みの導入を決定した（令和６年度より実施）。 

④SNS 及び Web サイト等により、展示や購入資料に係る案内

を行った。 

⑤計画どおり学修支援を実施した。 

（カウンター対応 4,688 回、オンライン対応 22回） 

 

 

 

 

Ｂ 

 
8 LMS（Learning Management System）：学修管理システムのこと 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

【主な指標】 

◆学生の主体的な学修を支援す

る取組の推進 

 

＊令和５年度目標 

◆資料利活用促進を目的とした展示回数 

学内展示：12回、オンライン展示：6 回 

◆資料利活用促進を目的とした X（旧 Twitter）の配信回

数：55 回以上 

◆学生満足度（ガイダンス受講アンケート、学生生活ア

ンケート等）：満足度 70％ 

◆ガイダンス動画再生回数：2,000 回 

 

 

令和５年度指標 R5 

展示回数 学内 12 回、オンライン６回 

資料利活用促進を目的

とした X の配信回数 
230 回 

学生満足度（ガイダン

ス受講アンケート、学生

生活アンケート等） 

89.2％ 

（ガイダンス受講アンケート） 

ガイダンス動画再生

回数 
5,343 回 

※動画再生回数及びPDF資料参照回数 

 

 

中期指標 R5 

学生の主体的な学修を

支援する取組の推進 

①のとおり 

【８】学生生活支援 

多様な学生が安心して充実し

た学生生活が送れるよう、心身の

健康に関する支援を行うととも

に、経済的な理由で学びを諦める

ことのないよう、国における今後

の制度の充実の方向性などを踏

まえ、周知の徹底に努めるほか、

必要な学生に対する丁寧な相談

等を行う。 

また、課外活動では、特にボラ

ンティア活動による地域貢献や、

SDGs に向けた取組への支援を推

進する。あわせて、学生一人ひと

りが個性を発揮し、自ら課題解決

する力を身につける機会を創出

する。 

学生への支援にあたっては、社

会情勢の変化を踏まえ、学生のニ

●学生支援のあり方検討 

①在学生に対する生活及び経済状況の実態調査を実施

する。 

②部（サークル）活動への参加を促し、学生の自立及び

育成につなげるため、参加促進イベントの開催等を支

援する。 
 

●課外活動支援（ボランティア活動含む）（Ⅵ地） 

③課外活動補助金を見直し、新たな仕組みを構築する。

（Ⅵ地） 

④学生自治会を活性化させるため、組織再編を進める。

（Ⅵ地） 
 

⑤SDGs の課題解決に取り組む４プロジェクトを継続支

援する。（Ⅵ地） 
 ・食の協働プロジェクト（食のサイクル活動）   
 ・病院ボランティアプロジェクト 
 ・YCU×SEED ブリスター回収プロジェクト 
 ・ウクライナ支援プロジェクト 

 

①令和５年度は国の支援制度改正を踏まえつつ、調査項目や

実施時期の見直しを行った。 

②新年度の新歓イベントや各団体の説明会のほか、学生自治

会主催の活動（サークル棟の一斉清掃）の支援など計画ど

おり実施した。 

 

 

③補助金申請手続きについて、決算報告資料と予算申請書の

様式を廃止し、学生の負担軽減を図った。 

④学生自治会の構成員に一般公募枠を増やし、組織再編（事

業部制の導入）を行ったほか、自治会の活性化に向けて学

生団体と情報交換会を実施した。 

⑤計画どおり活動支援を継続して行った。 

 

 

 

 

 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

ーズに即した制度設計、環境整備

を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な指標】 

◆SDGs 関連取組の課外活動支援

数：４件／年  

◆ボランティア派遣数：650 人／ 

年 

◆学生定期健康診断受診率：85％

／年 

 

⑥経済的に困窮する学生に対して、食の支援等を３回実

施する。（Ⅵ地） 
 

 

 

 

 

●健康面での支援、多様な学生への配慮 

⑦定期健康診断、Web 問診等によるスクリーニング及び

フォローを行う。 

⑧障害学生への合理的配慮の提供及び適切な支援につ

ながるようバリアフリー支援室の周知を図る。 

⑨多様な性に関する FD･SD 研修を実施する。 

⑥令和５年度は計画を上回る４回の食の支援を実施した（延

べ 665 人が参加）。加えて、物価高騰による困窮学生のた

めのロス品の配布を計 16 回実施した。通常開催に加えて

行った特別開催では、日本学生支援機構の「物価高に対す

る経済対策支援事業」支援金の交付を受け、食の支援では

初となる金沢八景キャンパス以外の３キャンパスで開催

した。 

 

⑦計画どおり実施した。 

 

⑧オリエンテーションや健康診断等の機会を通してバリア

フリー支援室の周知啓発を図った。 

⑨LGBTQに関する教職員向けリーフレットを作成し研修を実

施した。 

 

 

 

中期指標 R5 

SDGs 関連取組の課外

活動支援数（Ⅵ地） 
５件／年 

ボランティア派遣数

（Ⅵ地） 
791 人／年 

学生定期健康診断受

診率受診率 
83.7％／年 

４ 多様で優秀な人材の獲得と輩出 
 

【９】優秀な人材の獲得 

高等学校新学習指導要領に対

応した入学者選抜を実施すると

ともに、積極的な入試広報活動を

進めることで、多様で優秀かつ本

学が求める人材の入学者受入れ

を目指す。 

高大連携事業では、市立高校と

●質が高く多様な人材を獲得する入学者選抜 

①新学習指導要領に対応した入学者選抜の実施準備を

する。 

②新学習指導要領入試対応の Web 及び対面での広報を強

化する。 

 

●高大連携のあり方見直し（Ⅵ地） 

③多くの高校生に本学の強みや特長を伝える機会創出

 

①実施準備を進め、本学における入試（科目等）を決定した。 

 

②Web サイト及び入学者選抜要項に掲載するとともに、オー

プンキャンパスなどでの周知を進めた。 

 

③オンライン開講しているオムニバス講義科目「病気を科学

する」について、単日の受入れの体制を整え、大学の学び

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

のオンラインも活用した連携の

仕組みを構築し、あわせて、県立・

私立高校にも展開し、より多くの

高校生に本学の強みや特長を伝

える機会を創出する。 

また、今後策定するグローバル

教育の方針に基づき、教育・研究

の充実及びキャンパスの国際化

を推進するため、優秀な外国人留

学生の戦略的な獲得に向け、国際

共修プログラム等の拡充により

外国人留学生にとって魅力ある

カリキュラムを提供するととも

に、質の高い交流が可能な海外協

定校との関係づくりを進める。 

 

【主な指標】 

◆本学受験の決め手として「教育

理念・目標、教育内容・カリキ

ュラム」を選択した学生：第３

期の平均（82％）超／年 

◆横浜市教育委員会と連携した

市立高校を対象としたプログ

ラムの実施 

 

 

のため、横浜市教育委員会と実施する市立高校への対

面形式の教育派遣プログラムをオンラインも活用し

た形式へ転換を進める。（Ⅵ地） 

 

●優秀な留学生の戦略的獲得（Ⅶグ） 

④日本語学校への広報活動を継続する。（Ⅶグ） 

 

⑤国際共修プログラムの実施を支援する。（Ⅶグ） 

 

 

⑥外国人講師等招へいによる、英語で学べる科目を提供

する。（Ⅶグ） 

⑦外国人留学生満足度調査を実施し、優秀な外国人留学

生獲得の戦略につなげる。（Ⅶグ） 

 

を体験する機会創出を行った。また、卒論発表会の見学に

ついて、国際商学部ではオンラインでの受入れを行った。 

 

 

 

④在学生の出身日本語学校を中心に広報活動を個別に実施

した。 

⑤サマープログラム及び YCU-visit プログラム（３科目）を

実施したコロナ後、初めての対面開催が実現し、効果的な

国際共修の場を提供できた。 

⑥集中講義形式の YCU-visit プログラムに加え、英語による

開講科目（70科目）を提供した。 

⑦令和５年末に帰国した交換留学生 16 名に満足度アンケー

ト実施し、92.8％と良好な満足度を得た。 

 
 

中期指標 R5 

「教育理念・目標、

教育内容・カリキュ

ラム」選択した学生 

89.6％／年 

横浜市教育委員会と

連携した市立高校を

対象としたプログラ

ムの実施（Ⅵ地） 

③のとおり 

【10】キャリア支援 

社会情勢を見据えながら、学部

生・大学院生・外国人留学生それ

ぞれの将来目標に向けた多様な

キャリア支援の体制を強化する。

そのために、共通教養におけるキ

ャリア形成科目及びインターン

シップのさらなる充実を図る。 

また、社会や地域で活躍する人

●社会の動向を見据えたキャリア支援（Ⅵ地） 

①文部科学省、厚生労働省及び経済産業省合意による

「インターンシップの推進に当たっての基本的考え

方」の改正を踏まえた制度の見直し及び学生への周知

徹底を行う。（Ⅵ地） 

②キャリア支援プログラムの実施について、就職活動の

早期化に応じた適正な時期に変更する。（Ⅵ地） 
③低学年次対象「キャリア形成科目」の魅力や必要性を

共通教養ゼミ等で発信し、履修を促進する。（Ⅵ地） 

 

①インターンシップ科目の配当年次変更やキャリア教育科

目の新設（令和６年度開始）により、制度の見直しを図り、

各イベントや Web サイトを通じて、学生へ周知した。 

 

②オリエンテーションや就職講座の時期の前倒しや、就職支

援冊子の提供の前倒しなど、早期化に応じた。 

③イベントや職員の個別対応によりキャリア形成科目受講

につながる情報提供を行った結果、一部科目は履修者が前

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

材をはじめ、国際社会の発展に貢

献できる人材の輩出に向けたキ

ャリア支援・教育を実施する。 

外国人留学生については、

「YCU-ADVANCE Program9」により

産官学一体となって提供する質

の高い教育プログラムを通じ、高

度外国人材を輩出する。本プログ

ラムに日本人学生等が参加する

ことで、キャンパスのダイバーシ

ティを推進し、相互に学び合い、

日本で暮らし働く魅力を伝える

ことで、外国人留学生の国内就職

を支援する。 

 

 

 

【主な指標】 

◆就職希望者における就職率：全

国平均値 1％超／年 

◆学生満足度（進路関連）：第３期

の平均(89％)超／年 

◆医学部看護学科卒業生の附属

２病院への就職率：60％／年 

◆国内就職希望の外国人留学生

における国内企業等就職率・内

定率：第３期の平均(83％)超／

年 

 

 

 

 

●多様性を踏まえたキャリア支援（Ⅶグ） 

④キャリア支援プログラムについて、次のとおり充実さ

せる。（Ⅶグ） 

・理系出身者、留学経験者、起業者、国際機関で働く

卒業生等を招聘し、多様なキャリアデザインの機会

を提供する。 
・市内企業等からゲストスピーカーを招聘し、市内で

居住し働く魅力を伝える。 
・外国人留学生と日本人学生が相互に学び合う機会を

提供する。 
⑤JETRO 横浜、神奈川県、横浜市、横浜国立大学等と連

携し、インターンシップの受入先を拡充する。（Ⅶグ） 
⑥「YCU-ADVANCE Program」を実施し、ビジネス日本語、

キャリア教育及びインターンシップから構成される

教育プログラムを外国人留学生に提供する。（Ⅶグ） 

年度比２割増となった。 

 

④幅広い属性の内定者や、起業や留学経験のある社会人・卒

業生を招聘し、キャリアビジョンを想起させる機会を提供

した。また、市内に本社を置く企業と連携し、市内で暮ら

し働く魅力を学生に伝える機会や、外国人留学生と日本人 

学生が、市内企業が抱える課題解決に向け、共に学び合う

機会を提供した。 

 

 

 

⑤新たな受入れ先を獲得し、留学生向けに 10 日間のインタ

ーンシップを実施した。 

⑥令和５年度 YCU-ADVANCE Program を確実に実施し、受講生

12 名に対し、令和５年度末時点で６名が修了した。加えて

３名が令和６年度前期に修了を予定している。 

 
 

中期指標 R5 

就職希望者における就

職率 
99.3％／年 

※全国平均値：98.1％ 

学生満足度（進路関連） 93.6％／年 

看護学科卒業生の附属

２病院への就職率（Ⅵ

地） 

66.3％／年 

国内就職希望の外国人

留学生における就職

率・内定率（Ⅶグ） 

88.2％／年 

 
9 YCU-ADVANCE Program：令和４年３月 31 日に文部科学省「留学生就職促進教育プログラム」に認定された教育プログラムで、自治体、企業、大学が担う役割を具体化し、留

学生の入学から卒業、そして入社後までの一貫したキャリア形成支援を産官学一体となって推進するもの。 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

５ 社会人の学び直し 
 

【11】リカレント教育をはじめと

する社会ニーズに対応したプロ

グラムの充実 

本学の強みを活かし、社会的に

不足が見込まれるデジタル人材

等をはじめ、社会の変化に対応で

きる実践的・専門的な知識や能力

の修得を目的とする教育プログ

ラムの充実を図る。地域社会や企

業等と連携するとともに、オンラ

インを活用した授業の実施や、み

なとみらいサテライトキャンパ

スの活用など、現役社会人世代に

も受講しやすい環境を整備し、リ

カレント教育を推進する。 

 

 

 

 

 

【主な指標】 

◆「リカレント教育」に係るプロ

グラム設置数：15件／最終年度 

 

●社会ニーズに対応したリカレント教育の提供（Ⅵ地） 

①構想中の教育プログラム案の令和６年度実施に向け

て、体制及びプログラム内容や周知方法などを決定す

る。（Ⅵ地） 

 

②YCU 病院経営プログラムの充実を図るとともに、社会

人が参加しやすい手法を積極的に取り入れていく。

（Ⅵ地） 

③社会ニーズに対応したエクステンション講座を推進

するために、試行的に実施してきた「授業開放」につ

いて、大学院授業も含めて制度として確立する。（Ⅵ

地） 

④みなとみらいサテライトキャンパスやオンラインの

活用など現役社会人世代にも学びやすい環境を提供

する。（再掲【５】）（Ⅵ地） 

 

 

 

 

 

＊令和５年度目標 

◆「リカレント教育」に係るプログラム設置数：７件 

◆YCU 病院経営プログラム社会人受講生満足度：80％以

上 

 

 

 

 

 

①社会人向けに「DS リカレントプログラム」として、「統計

コース」及び「機械学習コース」を新たに開始した（延べ

６名が受講）。また、横浜市職員向けの「データ利活用研

修」を実施し、800 名を超える受講者があった。 

②令和６年度から「YCU 医療経営・政策プログラム」と名称

を変更し、必修科目等の見直しを行った。 

 

③「授業開放」講座を本格実施し、６講座を開催した（延べ

509 名が受講）。 

 

 

④社会人が多く受講する科目やプログラムを土曜日等に複

数開講できるよう教室向けのスペースを拡充したほか、無

線 LAN 環境の拡張によりハイブリッド授業対応の充実を

図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期指標 R5 

「リカレント教育」

に係るプログラム設

置数（Ⅵ地） 

12 件／年 

令和５年度指標 R5 

YCU 病院経営プログラ

ム社会人受講生満足

度（Ⅵ地） 

94.1％／年 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

Ⅱ 研究 
  

１ 先進的・学際的研究等の推進 
 

【12】先進的な医科学研究の推進 

新興・再興感染症など、社会的

インパクトのある先進的な医科

学研究を推進するとともに、難病

ゲノム研究など世界レベルの基

盤技術に基づく研究拠点として、

その研究成果が将来の医療につ

ながるような、トランスレーショ

ナルリサーチ10を加速化し、地域

や社会課題の解決を目指す。 

また、研究倫理順守を徹底し、

臨床研究の信頼性・安全性を確保

した臨床研究を実施するととも

に、研究の更なる促進を目的とし

て臨床研究支援体制の充実を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●先進的な医科学研究及びトランスレーショナルリサ

ーチの推進（Ⅵ地） 

①YCU 連携研究コア11を推進し、新たな研究プロジェクト

の展開を目指す。（Ⅵ地） 

 

 

 

 

 

 

 

●世界レベルの基盤技術に基づく研究成果の創出（Ⅶ

グ） 

②研究成果の学術的意義促進に向け論文投稿支援制度

において研究者の論文投稿を支援する。（Ⅶグ） 

 
●臨床研究法における臨床研究の推進 

③橋渡し研究を推進するため、産学官連携により共同研

究創出を目指す。 

④各診療科に臨床研究指導員・管理員の配置体制を敷い

て臨床研究支援を継続する。 

 

⑤「臨床研究よろず相談室」において、研究者のニーズ

に沿って計画段階での質疑応答やアドバイスを行い、

研究の適正実施をサポートする。 

 

 

 

 

①先端医科学研究センターが中心となって進めている YCU

連携研究コアでは共同研究、セミナー等を開催し、基礎と

臨床の連携を促進した。また、先端医科学研究センターに

「新興感染症研究センター」を設置し、設立記念セミナー

を開催して研究活動の促進と地域貢献に繋げる基盤を構

築した。また、先端医科学研究センターを拠点とし、文部

科学省より平成 30 年度より認定されている共同利用・共

同研究拠点「マルチオミックスによる遺伝子発現制御の先

端医学共同研究拠点」の認定期間終了に伴う期末評価でＳ

評価となり、さらに７年間の再認定となった。 

 

②令和５年度は 142 件の支援（論文投稿にかかる費用の一部

補助）を実施した。 

 

 

③産学官連携の研究成果創出のための企業との秘密保持契

約、共同・受託研究契約を合計９件締結した。 

④臨床研究管理員が各診療科の研究を確認できるように整

備した結果、迅速かつ円滑な情報確認が可能となり、適切

な指導及び支援につながった。 

⑤計画どおりアドバイス業務を行い、臨床研究の適正実施に

つなげた。 

 

 

 

Ａ 

 
10 トランスレーショナルリサーチ：基礎研究の成果の中から有望な知見を選び出し、医療としての実用化につなげることを目的とする医学研究の一領域 
11 YCU 連携研究コア：基礎と臨床の研究者が連携して研究を進めることで、効果的・効率的に外部研究費の獲得や臨床応用につながる新たな研究が創出されることを目的とし

た先端医科学研究センターのオープンプラットフォーム 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

【主な指標】 

◆主要な学術誌等掲載論文数：第

３期の実績 10％増／期間中（累

計目標：6,610 件）＊Web of 

Science に掲載されたもの 

◆主要な学術誌等掲載論文数に

対する Top10％論文数：第３期

の実績 10％増／期間中（累計目

標：864 件） 

◆臨床研究法における臨床研究

の実施件数：80 件／期間中 

◆新規治験の受入件数（医師主導

治験も含む）：【附】150 件／期

間中 【セ】130 件／期間中 
【附】附属病院に関するもの 

【セ】センター病院に関するものを表

しています。 

⑥次世代臨床研究センター信頼性保証室が行う「監査」

や「システム調査」による品質保証を継続して実施す

る。 

 

●治験（医師主導治験を含む）の推進 

⑦治験依頼の増加を目的とした、治験施設支援機関

（SMO）との情報共有を実施する。 

⑧被験者が治験情報にアクセスしやすくなるよう実施

中の治験一覧を適宜更新する。 

⑨治験依頼者の実施環境を向上させるため、治験モニタ

リングのリモート化を整備する。 

 

＊令和５年度目標 

◆共創イノベーションセンター準備室が主導する共同・

受託研究にかかる新規契約件数（秘密保持契約を含

む）：２件 

◆臨床研究法における臨床研究の実施件数：15件/年 

◆新規治験の受入件数 ：【附】25件/年【セ】22件/年 

 

⑥計画どおり実施したほか、外部施設の監査を初めて実施す

るなど取組を推進した。臨床研究セミナーにおいて他施設

の不適合事案を共有した。 

 

 

⑦特定の診療科に限らず、治験施設支援機関（SMO）からの打

診を受け付けた。 

⑧Web サイトに掲載している「当院で実施中の治験」の情報

を更新した。 

⑨【附】計画どおりリモート化の整備を進め、環境向上につ

なげた。 

 

【特記事項】 

○各取組を順調に達成したことに加え、特に①の実績を踏ま

え、Ａ評価とした。 

 

中期指標 R5 

主要な学術誌等掲載

論文数掲載論文数 
1,003 件（進捗率 15.2％） 

主要な学術誌等掲載

論文数に対する

Top10％論文数 

91 件（進捗率 10.5％） 

臨床研究法における

臨床研究の実施件数

実施件数 

13 件／年 

新規治験の受入件数

（医師主導治験も含

む）受入件数 

【附】33 件／年 

【セ】32 件／年 

令和５年度指標 R5 

共創イノベーションセ

ンター準備室が主導す

る共同・受託研究にか

かる新規契約件数 

９件／年 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

【13】各領域における研究活動の

推進 

学長のリーダーシップのもと

に、研究ＩＲにより、本学の「強

み」や今後期待される研究分 

野を見出し、それらを「戦略的研

究推進事業」として支援・展開し

ていくことで、革新的な研究成果

を創出する。 

さらに、学際的研究を推進する

ことで、次の「強み」となる研究

分野を創出していく。 

 

【主な指標】 

◆主要な学術誌等掲載論文数（再

掲）：第３期の実績 10％増／期

間中（累計目標：6,610 件） 

◆主要な学術誌等掲載論文数に

対する Top10％論文数（再掲）：

第３期の実績 10％増／期間中

（累計目標：864 件） 

 

 

 

●革新的研究成果の創出 

①学長裁量事業「戦略的研究推進事業」を推進する。 

②研究力分析による第６期「戦略的研究推進事業」の骨

子を策定する。 

 

●学際的研究の推進と新たな研究分野の創出 

③学長裁量事業「学術的研究推進事業」を推進する。 

④若手研究者分析による新たな若手研究者支援案を策

定する。 

 

 

⑤研究成果の学術的意義促進に向け論文投稿支援制度

において研究者の論文投稿を支援する。（再掲【12】） 

 

 

 

 

①本学の強みとなる９分野 33 テーマへの支援を行い、各分

野における研究を推進した。 

②現第５期の成果を踏まえ、本学の強みを引きのばす分野、

今後注力する分野への検討を開始した。 

 

③④若手研究者を代表とした「YCU 未来共創プロジェクト」

において、学際的研究、大型研究費獲得に向けた研究を推

進した。本事業において令和４年度に「家庭と子育てに関

するコホート研究（ハマスタディ）」に関する協定書を横

浜市と締結し、調査・分析を進めている。 

⑤令和５年度は 142 件の支援（論文投稿にかかる費用の一部

補助）を実施した。 

 

 
 

中期指標 R5 

主要な学術誌等掲載

論文数掲載論文（再

掲） 

1,003 件（進捗率 15.2％） 

主要な学術誌等掲載

論文数に対する

Top10％論文数（再

掲） 

91 件（進捗率 10.5％） 

Ｂ 

２ オープンイノベーションの推進 
 

【14】オープンイノベーションの

推進 

研究・産学連携推進センターを

中心とした研究支援体制を強化

し、オープンイノベーションの推

進、産官学連携や知的財産の活用

●オープンイノベーションの推進（Ⅵ地）（Ⅶグ） 

①COI-NEXT12事業の推進を通して新たな産学官連携事業

の創出を目指す。（Ⅵ地）（Ⅶグ） 

 

 

 

 

①令和５年度は、COI-NEXT の追加支援事業に採択されたこ

とで、通常の拠点予算に加えて 8,000 万円を超える予算獲

得につなげた。さらに連携先の拡大により拠点で行う研究

の幅を広げることができた。 

 

Ｂ 
 

 
12 COI-NEXT：共創の場形成支援プログラム。大学等が中心となって未来のありたい社会像（拠点ビジョン）を策定し、その実現に向けた研究開発を推進するとともに、プロ

ジェクト終了後も、持続的に成果を創出する自立した産学官共創拠点の形成を目指す産学連携プログラム。 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

促進、大学発ベンチャーの創出等

を通じて、研究成果の社会実装を

進める。また、本学が採択された

大型産官学共創拠点事業を組織

的に推進するとともに、さらなる

拠点事業の獲得を目指す。学内外

連携の活性化にあたっては、学内

シーズの発掘から社会実装まで

をサポートする「共創イノベーシ

ョンセンター」の設置・強化を進

める。 

 
【主な指標】 

◆ベンチャー創出累計数：15 件／

期間中 

◆民間企業等との共同・受託研究

数：第３期の実績５％増／期間

中（累計目標：2,202 件） 

 

 

 

②起業に対するニーズの個別ヒアリングやベンチャー

創出セミナーなど、大学発ベンチャー創出のための支

援を行う。（Ⅵ地）（Ⅶグ） 

③研究 Web サイトのさらなる活用を通し、研究成果の広

報を充実する。（Ⅵ地）（Ⅶグ） 

●産学官連携等の支援体制の強化 

④外部資金を活用した研究体制案を構築する。 

⑤URA13、コーディネーター、大学職員による新たな産学

官連携等の支援体制を構築する。 

 

⑥利益相反等リスクマネジメント体制を見直し、強化す

る。 

 

⑦「共創イノベーションセンター準備室」を設置し、体
制づくり、横浜市との連携協議会の設立に向けた準

備、シンポジウムの開催案を立案する。 
 

＊令和５年度目標 

◆共創イノベーションセンター準備室が主導する共同・

受託研究にかかる新規契約件数（秘密保持契約を含

む）：２件（再掲【12】） 

 

②起業に関する相談やベンチャーキャピタルとの面談設定、

令和６年度からのセミナーの企画準備を行った。 

 

③研究 Web サイトを更新し、注目の研究者や研究をわかりや

すくレイアウトすることで広報の充実を図った。 

 

④外部資金を財源とした研究支援人材の新規雇用を行った。 

⑤専門職（URA 及びコーディネーター）と事務職がペアにな

り役割分担をしながら協働し研究支援に取り組む体制を

構築した。 

⑥学外の利益相反アドバイザーと契約し、リスクマネジメン

ト体制を整備するとともに、産学連携研究における秘密情

報管理に関する基準の制定を行い、学内体制を強化した。 

⑦体制整備及び設置規程の策定を行い、令和６年度の「共創

イノベーションセンター」設置につなげた。 

 

 

 

 

 

 

中期指標 R5 

ベンチャー創出累計

数（Ⅵ地）（Ⅶグ） 
11 件（進捗率 73.3％） 

民間企業等との共同・

受託研究数共同・受託

研究数（Ⅵ地）（Ⅶグ） 

388 件（進捗率 17.6％） 

令和５年度指標 R5 
共創イノベーションセン

ター準備室が主導する共

同・受託研究にかかる新

規契約件数（再掲） 

９件／年 

 
13 URA（University Research Administrator）：研究者及び事務職員とともに、研究資源の導入促進、研究活動の企画・マネジメント、研究成果の活動促進を行って、研

究者の研究活動の活性化や研究開発マネジメントの強化を支える業務に従事する人材のこと。 

22



 
 

中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

３ 研究基盤の強化及び支援体制の整備 
 

【15】研究基盤の強化 

研究者が効率的・効果的に研究

できる機器や設備等を整備する

ほか、研究支援人材の育成と学内

連携の促進により、研究基盤を強

化する。 

 

【主な指標】 

◆科研費採択件数：第３期の実績

５％増／期間中（累計目標：

3,407 件） 

◆科研費獲得金額：第３期の実績

５％増／期間中（累計目標：

5,977 百万円） 

●研究者が効率的・効果的に研究できる機器や設備等の

整備 

①共用研究機器等の充実を図り、利用しやすい環境を整

備する。 

●研究基盤の強化 

②各キャンパスに URA 等を配置するなど研究支援体制を

強化する。 

③研究者管理用データベースの実運用と見直しを行う。 

④国の動向や他大学の動向を踏まえながら的確な研究

リスクマネジメントをより一層推進する。 

 

 

①研究・産学連携推進センターにコアファシリティ部門を設

置し、共用機器に関する基本指針を策定した。 

②URA を２名増員配置し、各キャンパスの研究支援体制を強

化した。 

③研究者管理用データベースについて、内容や必要  機能

等を協議し、ツールの見直し検討を行った。 

④研究不正防止計画推進委員会を開催し（研究リスクマネジ

メントを推進した。 

 

 

中期指標 R5 

科研費採択件数 591 件（進捗率 17.3％） 

科研費獲得金額 1,075 百万円（進捗率 17.9％） 

Ｂ 

【16】研究者の育成  

「学術的研究推進事業」におい

て、若手研究者や女性研究者等を

支援するとともに、異分野融合研

究を促進し、研究者の育成と研究

領域の拡大を図る。 

 

【主な指標】 

◆科研費採択件数（再掲）：第３期

の実績５％増／期間中（累計目

標：3,407 件） 
 
 
 

●若手研究者等支援 

①若手研究者分析による新たな若手研究者支援案を策

定する。（再掲【13】） 

②海外出張補助事業を実施する。 

 

③研究成果の学術的意義促進に向け論文投稿支援制度

において研究者の論文投稿を支援する。（再掲【12】） 

 

 

①若手研究者を代表とした「YCU 未来共創プロジェクト」に

おいて、学際的研究、大型研究費獲得に向けた研究を推進

した。 

②計画どおり支援を実施し、若手研究者の育成と研究の国際

化につながった。 

③令和５年度は 142 件の支援（論文投稿にかかる費用の一部

補助）を実施した。 

 

 

【特記事項】 

○「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ

創設事業」の継続事業である「次世代研究者挑戦的研究プロ

グラム(SPRING)事業」に申請し、採択されたことにより、博

士後期課程学生への支援を充実(人数 8 人→15 人/1 年当た

り、支援額 250 万円→290 万円/年間・1 人当たり)させること

ができることとなった。 

※【５】【６】再掲あり 

中期指標 R5 
科研費採択件数（再掲） 591 件（進捗率 17.3％ 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

Ⅲ 医療   【附】【セ】はそれぞれの病院での個別の計画を表しています。 
  

１ 患者本位の医療の提供と患者安全の取組        
 

【17】患者本位の医療の提供 

医師や看護師等の医療従事者

が、医学的知識の充実に加え、患

者に寄り添うことで、患者自身が

自分らしい治療を選択し、納得感

をもって治療を受けることがで

きるよう、患者本位の医療に対す

る意識の向上を図る。 

また、患者ニーズに沿ったデイ

サージェリー（日帰り手術）の整

備や多床室の個室化等療養環境

の向上に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●医学的知識の充実と患者本位の意識の向上 

①臨床倫理コンサルテーションチーム活動を通じて、職

員の臨床倫理的課題への対応力の向上を推進する。 

 

 

 

 

②外来患者満足度調査・外来患者待ち時間調査を実施

し、今後の課題を抽出する。 

 

③面会制限下でもスムーズに相談が行えるようメール

やオンライン等ＩＣＴを活用した相談体制を構築す

る。 

 

【附】 
④アドバンス・ケア・プランニング14の理解促進に向

け、患者サポートセンターにてデジタルサイネージ

の放映や冊子の配架等を行う。 
 
⑤「病院長への手紙」の患者からの声を院内各部署へ

届ける。 
【セ】 

⑥臨床倫理的課題への対応力や意識向上を図るため、院

内研修会、ｅラーニングによる研修を継続的に実施す

る。 

 

⑦当院における「意思決定支援に関する指針」「腎代替療

法の意思決定支援のための指針」を策定する。 

 

①【附】院内広報媒体として発行している「倫理コンサルテ

ーション新聞」において、倫理的課題における社会的・福

祉的視点を職員に周知した。 

【セ】事例発生時に、関係者と情報共有、検討を行い、臨

床倫理的課題への対応力向上を推進した。また、臨床倫理

講演会（専門医共有講習）を他施設へも広報し開催した。 

②【附】【セ】計画どおり実施し、診察や会計の待ち時間等

の課題が明らかになった。指標の達成に向けて改善策を今

後検討する。 

③【附】【セ】面会制限が解除され、患者家族によるオンラ

イン相談の需要が少なくなった。一方で、退院後に患者の

生活や医療サポートを担う関係機関との情報共有でオン

ラインの活用が図られた。 

【附】 

④２階ロビーフロアにて人生会議に関する動画を放映した。

また、地域住民向けに「もしもサロン」を開催し、もしも

の時に備えて話し合いを気軽に行えるようなきっかけづ

くりを行った。 

⑤計画どおり実施した。 

 

【セ】 

⑥DNAR※の正しい理解・適切な対応についてのｅラーニング

を実施した。 
※Do Not Attempt Resuscitation ：患者本人又は患者の利益にか

かわる代理者の意思決定をうけて心肺蘇生法をおこなわないこと。 

⑦計画どおり策定した。 

 

【附】

Ｂ 

 

【セ】

Ａ 

 

 
14 アドバンス・ケア・プランニング：将来の変化に備え、将来の医療及びケアについて、患者さんを主体に、そのご家族や近しい人、医療・ケアチームが、繰り返し話合い

を行い、患者さんの意思決定を支援するプロセスのこと。 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な指標】 

◆患者満足度：【附】80％【セ】80％ 

／最終年度 

⑧試行している「遺伝の相談窓口」試行を実運用化する。 

 

⑨診断初期のがん患者が「がん相談支援センター」を利

用しやすい体制を整備する。 

 

⑩患者の利便性向上のため、新 Web 予約システムを導入

し、機能拡充を図る。 

 

●日帰り手術拡大にむけた整備 

【附】 

⑪整形外科を中心とした１階手術室の試行的運用を踏

まえ、利用拡大を見据えた患者同線フローを検討す

る。 

⑫形成外科で行うレーザー機器を使用した手術ができ

るよう検討する。 

【セ】 

⑬日帰り手術に移行できる症例調査を実施する。 

 

 

●患者ニーズに対応した個室等の整備 

⑭病院全体の病床再編の検討に合わせて、適切な病床数

のデータ検証の実施（【附】）や、個室等の整備の方針

を再検討（【セ】）する。 

 

 

【附】 

⑮増設個室の希望・稼働状況をモニタリングする。 

 

 

⑯精神科病棟において、４床室２室・器材室の個室化整

備を行う。 

 

＊令和５年度目標 

◆患者満足度 ：【附】78％/年 【セ】77％/年 

 

⑧試行実施の結果、相談件数が少なかったため、実運用化は

見送った。 

⑨入院センター来院時や診察時に相談員がセンターの案内

を行う体制を整備するなど、がん相談支援センターの認知

度の拡大に取り組んだ。 

⑩LINE を活用した初診予約システムを令和６年２月に導入

し初診予約数３月分では、利用率 31.8％で高い利用手段

となった。 

 

【附】 

⑪１階手術室で「日帰り手術又は１泊２日の入院」の運用
を取り入れ、形成外科の腫瘍切除や整形外科の手外科治
療などを開始した。 

⑫眼科の涙道内視鏡を使用した手術を開始した。 
 

【セ】 

⑬生殖医療センターの拡充に伴い、採卵術のため確保して
いた手術枠を他の手術で活用できることとなり、アンケ

ート調査の結果、令和６年度から、皮膚科、泌尿器科等
の手術枠を増加する。 

 

⑭【附】病床再編の基準を策定し、院内に周知した。基準
に基づく再編の運用を開始した。 
【セ】想定フロアのＮＩＣＵ・ＭＦＩＣＵの拡充と合わ

せて検討している。 
 

【附】 

⑮【附】計画どおり実施し、モニタリング結果を踏まえ、
既存個室の希望率及びリピート利用の向上に向けて、備
品の更新及び新規設置を行った。 

⑯【附】計画どおり個室化整備を実施し、工事完了した。 

 

中期指標  R5 

患者満足度 【附】 78.9％／年 

【セ】 78.4％／年 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 
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【特記事項】 

【セ】⑩の取組では LINE を活用した初診予約システムでの

利用率が高く、患者の利便性が向上した。この取組実績を

踏まえ、Ａ評価とした。 

【18】安全・安心な医療の提供 

全ての教職員が、医療に携わる

者としての倫理観を有し、患者の

安全を最優先に考えることので

きる「安全文化」を醸成すること

で、より安全で質の高い医療の提

供を実現する。 

また、医療の質を可視化した臨

床指標や外部認証等を活用し、継

続的な改善の取組を行っていく。 

さらに、新興感染症等に対応可能

な体制整備、情報セキュリティ及

び個人情報保護の強化、計画的な

施設・設備の改修等により、患者

安全を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●医療安全文化の醸成と体制の拡充 

①平成 11 年１月の患者取り違え事故等を風化させない

取組として、附属２病院共通の医療安全講演会を開催

する。 

 

 

②e ラーニングを活用した研修と、感染状況を鑑みなが

ら対面での講演会を開催し、院内職員の安全への意識

を高める。 

③院内職員向けに毎月、院内外で発生したインシデント

や医療事故等の医療安全に関する情報を周知・共有す

る。 

④医療の質向上のための体制整備事業「医療の質可視化

プロジェクト」に参画し、評価を行い、継続的な医療

の質改善活動につなげる。 

 

 

 

⑤世界患者安全の日のイベントを企画し、職員、患者、

及び市民に向けた医療安全に関する啓発を行う。 

 

【附】 

⑥国立大学附属病院との比較可能な臨床指標を継続し

て公表するとともに、医療の質向上委員会を主体に指

標の分析、改善活動に取り組む。 

【セ】 
⑦地域連携病院と医療安全相互チェックを実施し、医療

安全における課題解決へつなげるとともに他者から
の視点を含めた対応や体制の見直しを行う。 

 
 

 

①【附】患者取り違え事故から 25 年の節目であったことか

ら、例年実施している講演会に加え、ポスターでの注意喚

起などを行った。 

【セ】附属２病院の医療安全講演会の情報共有を行い、 オ

ンライン参加が可能な体制とした。） 

②【附】【セ】計画どおり e ラーニングを活用した研修及び

対面での医療安全講演会を開催した。 

 

③【附】【セ】リスクマネジャー会議や安全対策委員会など

を通して、医療安全に関する院内外の情報を周知・共有し

た。 

④【附】医療の質可視化プロジェクトから提供されたデータ

と当院のデータを「医療の質向上委員会」で比較・分析し、

取り組むべき項目を整理した。 

【セ】「医療の質向上委員会」で組織的な診療の質改善に

取組む体制とした。臨床指標（44項目）を設定し、改善に

取組んだ。 

⑤【附】【セ】計画どおりイベントを開催した。啓発ポスタ

ー展示のほか、患者へのアンケート及びチラシとハンカチ

の配付など、横浜市とも連携し医療安全の啓発を行った。 

【附】 

⑥Web サイトで公表した。また、一部項目は医療の質向上委

員会で院内の状況等を確認し、今後の取組を検討した。 

 

【セ】 

⑦地域連携２病院と地域連携医療安全相互チェックを実施

し、他院の状況を踏まえた医療安全上の点検を行うことが

できた。 

 

【附】 

Ｂ 
 

【セ】 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●外部認証評価の継続 

⑧病院機能評価における評価項目について、附属２病院

間でピアレビューを実施する等、継続的に自己評価を

実施する。 

 

 

 

【セ】 

⑨令和６年度の病院機能評価受審予定に向けて領域別

対策部会を中心とした評価と改善を実施する。 

⑩日本医療機能評価機構による模擬審査及び院内模擬

審査を実施し、医療の質改善を図る。 

 

●新興感染症等への体制整備 

⑪福祉保健センターや地域の医師会と連携し、新興感染

症等の発生を想定した訓練を実施する。 

 

 

 

【附】 

⑫新興感染症の迅速検査及び診療体制を構築する。 

 

【セ】 

⑬新興感染症対応時におけるフロー及びマニュアルを

作成する。 

⑭南区感染対策会議の開催や、連携病院、診療所のニー

ズに応じたコンサルテーションや指導を行う。 

 

●個人情報の適正な管理の徹底 

⑮各所管において個人情報を取扱う業務や留意すべき

事項を可視化するとともに、自主点検や相互点検を通

じて確認する。 

⑯個人情報に関する意識を醸成するための e ラーニン

グや定期研修を実施する。 

 

 

⑧【附】Ｃ評価項目については、改善審査を完了した。また、

「期中の確認」に際して自己評価の調査を行った。さらに、

センター病院の自己評価調査票のレビューも行った。 

 【セ】ピアレビューを 11 月に実施し、その結果を院内関

係者間で共有し、６年度の本受審用関連資料作成の際に有

効に活用した。 

【セ】 

⑨各領域別対策部会で課題解決に向けた取組を行った。取組

進捗は、月次開催の合同会議の場で報告・共有を行った。 

⑩模擬審査を 11 月に受審し、その際受けた指摘について改

善に取り組んだ。その他、病院独自に院内模擬を実施する

等、病院機能評価受審への準備を適切に進めた。 

 

⑪【附】【セ】「横浜市新型インフルエンザ等対策医療関係者

連絡会」に参加した。 

【セ】南区感染対策協議会で新興感染症を想定したシミュ

レーション訓練を実施し、施設間・行政との連携等を共有・

確認した。 

【附】 

⑫構築に向けて計画中であり、令和６年度も継続して検討す

る。 

【セ】 

⑬感染経路別感染対策の視点から、マニュアルを見直し改定

した。 

⑭連携病院とコンサルテーション及び実地指導を行った。 

 

 

 

⑮【附】【セ】自主点検及び相互点検（【セ】のみ）を実施し、

現場における問題点や課題を把握し改善につなげ、所属職

員の個人情報保護に対する意識向上を図った。 

⑯【附】【セ】計画どおり検収を実施し、個人情報に関する

意識の醸成に取り組んだ。 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な指標】 

◆医療安全管理研修の受講率：

【附】100％【セ】100％／年 

◆病院機能評価「一般病院３」継

続：「認定」／【附】 令和８年

度受審予定【セ】令和６年度受

審予定  

 

●計画的な施設・設備の改修 

【附】 

⑰病棟処置室の施錠等のセキュリティ向上を図る。 

 

 

 

⑱前年度増設した防犯カメラの死角箇所を調査し、追加

設置する。 

⑲特定機能病院、高度急性期病院としての機能強化に向

け、重症系病床等の改修工事を実施する。 

【セ】 

⑳前年度に引き続き、狭あい化している外来化学療法

室の拡充と診療科の効率的な運用を行うため、本館
にある診療科の配置転換とレイアウト変更工事を実
施する。 

㉑施設の維持保全と安全性確保のため、救急棟外壁改
修工事を行う。 

 

 

【附】 

⑰令和５年度は準備を進め、実施には至らなかったが、令和

６年度に電気錠未設置の処置室に順次設置を行う予定で

ある。また、IC カードによる入室管理を行うよう準備す

る。 

⑱防犯カメラの追加設置には至らなかったが、令和６年度の

実施に向けて必要箇所の調査を行った。 

⑲令和５年度は会議室等の移転工事を先行して実施し、令和

６年度から重症系病床エリアの工事にとりかかる。 

【セ】 

⑳契約工期（令和６年２月）までに完成させた。 

 

 

 

㉑契約工期（令和５年 11月）までに完成させた。 

 

 
 

中期指標  R5 

医療安全管理研修受

講率 
【附】 100％／年 

【セ】 100％／年 

病院機能評価継続 
【附】 ⑧のとおり 

【セ】 ⑧・⑨・⑩のとおり 

【19】医療におけるＤＸの推進  

附属２病院の統合・再整備を見

据えて業務の標準化・効率化に取

り組み、病院情報システムの統合

の実現を目指す。情報ネットワー

クや医療情報の更なる活用によ

り、医療の質の向上や業務改善、

地域での連携強化に取り組んで

いく。 

また、情報の高度利用、サイバ

●２病院間の情報インフラの統合・共有化 

①病院情報システムの統合に向けた調達仕様を策定し、

委託事業者を特定する。 

 

●情報ネットワーク・医療情報の有効活用（Ⅵ地） 

②研究等支援を目的とした病院情報システムのデータ

抽出・提供を継続的に実施する。（Ⅵ地） 

③DPC データ等による経営改善やクリニカルパスによる

標準化及び医療の質向上に向けた分析を実施する。

（Ⅵ地） 

 

①【附】【セ】プロポーザル選定を経て、委託事業者を決定

した。 

 

 

②【附】【セ】計画どおり実施した。 

 

③【附】院内共通パスの作成、提案を行い、在院日数の適正

化を行ったほか、「Combination Times」 を毎週配信し、

現状の可視化を行った。また、救急医療係数向上の対策を

【附】 

Ｂ 
 

【セ】 

Ａ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

ー攻撃の増大などネットワーク

利用環境の変化に対応したセキ

ュリティ対策を実施する。 

 

【主な指標】 

◆病院情報システムの統合（令和８

年度まで） 

 

 

 

 

 

 

 

●情報セキュリティ対策の強化 

④サイバー攻撃に対応した障害時マニュアルを改訂し、

障害時マニュアルに基づく訓練を実施する。 

 

⑤２病院共通のセキュリティ研修を実施する。 

 

行うと同時に、救急医療管理加算の算定率向上に貢献し

た。 

【セ】分析データより泌尿器科へ改善提案を行い、該当疾患

の DPCⅡ期超率と平均在院日数が削減された。また、地域

連携強化の一環として、心臓血管セ(内科) 心不全連携パ

スの院内運用パスを作成した。 

 

④【附】【セ】サイバー攻撃対策訓練を実施し、訓練結果を

もとに障害時マニュアルを改訂した。また、カルテバック

アップデータ保護の仕組みを導入した。 

⑤【附】【セ】計画どおり実施した。 

 

 

【特記事項】 

【セ】③の取組において、該当疾患の DPCⅡ期超率と平均在

院日数が削減できた実績を踏まえ、Ａ評価とした。 

 

 

中期指標 R5 

病院情報システムの

統合 

①のとおり 

【20】チーム医療の強化 

患者にとって最適な医療が提

供できる体制づくりを進めると

ともに、病院長による強力なリー

ダーシップのもと、チーム医療の

取組を進め、職種や組織を越えた

病院全体の一体感を醸成する。 

 

 

 

 

 

 

 

●チーム医療の推進 

①臨床倫理コンサルテーションチーム活動を通じて、職

員の臨床倫理的課題への対応力の向上を推進する。

（再掲【17】） 

 

 

 

 

【附】 

②がんゲノムコーディネーター研修の受講を推奨する。 

 

③多職種からなるＡＹＡ世代支援チームの設置に向け

た試行的運用を開始する。 

 

 

①【附】院内広報媒体として発行している「倫理コンサルテ

ーション新聞」において、倫理的課題における社会的・福

祉的視点を職員に周知した。 

【セ】事例発生時に、関係者と情報共有、検討を行い、臨

床倫理的課題への対応力向上を推進した。また、臨床倫理

講演会（専門医共有講習）を他施設へも広報し開催した。 

（再掲【17】） 

【附】 

②看護部、臨床検査部、病理部へ依頼を行い、受講につなげ

た。 

③チーム設置に向けて院内調整の上、令和６年３月にキック

オフミーティングを実施した。理念の共有や今後の活動内

容など議論を行った。 

【附】 

Ｂ 
 

【セ】 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【セ】 

④緩和ケアチームが病棟を訪問し、患者や家族に対し

て、アドバンストケアプランニングを含む意思決定支

援や、家族ケアなどの支援を行う。 

⑤「がんスクリーニングシート」の運用と活用を定着さ

せる。 

⑥患者の異変を早期に伝達・養成できる体制構築のた

め、ラピッドレスポンスチームに係る職員研修を２回

実施する。 

⑦急変時において、より迅速な対応へつなげるために、

要請部署と対応事例の振り返りを行う。 

 

●病院長のリーダーシップによる組織・病院運営 

⑧各種院内会議において、病院の将来像や取組等を病院

長自らの言葉で情報共有を行う。 

 

 

 

 

 

 

【附】 

⑨前年度実施した院内における決定事項の周知方法や

会議運営の効果検証をする。 

⑩副病院長等を中心とした多職種による「病院機能変革プ

ロジェクト」を実施し、課題解決と経営安定化に向けた取

組を引き続き推進する。 

【セ】 

⑪運営方針等を周知徹底するため、全教職員への一斉配

信メールを活用した「病院長メッセージ」を発信する。 

⑫院内情報誌等で中期計画等を職員へ周知する。 

 

⑬病院長をトップとした経営戦略会議を開催する。 

 

⑭経営改善に向けた「経営戦略室」の活動を継続する。 

【セ】 

④病棟からの依頼に応じ、緩和ケアチームが病棟訪問し、本

支援を実施した。 

 

⑤がんのスクリーニングシートを活用し、関係職種への連携

を実践した。 

⑥計画どおり研修を実施した。 

 

 

⑦要請部署と対応事例の振り返りを行うだけでなく、症例検

討会を安全管理部と毎月実施し、院内全体へフィードバッ

クを行った。 

 

⑧【附】病院経営や理念について、病院長自ら改訂案を提案

し、院内会議にて意見を集約の上、組織運営を行った。ま

た、病院の経営状況や医師の働き方改革に向けた病院長の

考え方を各診療科へ情報共有した。 

【セ】４月の臨時部長会において、病院長が令和５年度の

病院運営に係る取組について説明を行い、その後も毎月の

定例部長会等で定期的に情報共有を行った。 

 

【附】 

⑨効果的な会議運営を目指し、約半数の会議体において、時

間や委員削減、オンライン開催等を行った。 

⑩各プロジェクトにおいて年間計画を策定し、課題解決に向

けて、取組を行った。 

 

【セ】 

⑪令和５年度は病院長メッセージを計 11 回発信し、運営方

針などの重要事項を周知した。 

⑫全職員への一斉メールにて中期計画について周知を行っ

た。 

⑬月２回程度（計 19 回）開催し、経営上の課題について協

議した。 

⑭目的別の３つのグループに分かれて検討を行い、月１回程
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

【主な指標】 

◆クリニカルパス適用率：【附】

55％【セ】60％／最終年度 

*患者状態と診療行為の目標、

および評価・記録を含む標準

診療計画 

◆DPC 入院期間Ⅱ以内の退院割

合：【附】76％【セ】75％／最終

年度 

*全国の包括医療費支払制度を

採用している病院における診

断群分類別の平均在院日数 

 

 

＊令和５年度目標 

◆クリニカルパス適用率：【附】50.0％/年【セ】55.0％

/年 

◆DPC 入院期間Ⅱ以内の退院割合：【附】75％/年【セ】

75％/年 

 

度（計 10 回）の全体会議で進捗状況の確認や意見交換等

を実施した。 

 

 

 

 

中期指標  R5 

クリニカルパス適用

率 

【附】 51.4％／年 

【セ】 56.8％／年 

DPC 入院期間Ⅱ以内の

退院割合 

【附】 76.5％／年 

【セ】 73.6％／年 

２ 質の高い医療の提供 
 

【21】高度で質の高い医療の提供 

附属２病院の統合を視野に入

れた医療機器や施設・設備の計画

的な更新に加え、豊富な症例と

各々の強みや特色を活かした診

療機能の充実を図る。あわせて、

先進医療の取得・実施に積極的に

取り組み、より高い水準の医療の

提供を目指す。また、附属病院で

は、市内唯一の特定機能病院とし

て、がんや難病性疾患を中心に高

度で先進的な医療を提供すると

ともに、「がんゲノム医療拠点病

院」や「臨床研究中核病院」の認

定を目指し、取組を進める。セン

ター病院では、市内唯一の高度救

命救急センターとしての役割を

果たすとともに、高度急性期病院

として地域の医療ニーズに的確

●医療機器や施設・設備の計画的な更新 

①附属２病院間で医療機器の耐用年数を考慮し、統合に

向け計画的な購入を進める。 

 

【セ】 

②前年度に引き続き、狭あい化している外来化学療法室

の拡充と診療科の効率的な運用を行うため、本館にあ

る診療科の配置転換とレイアウト変更工事を実施す

る。（再掲【18】） 

③施設の維持保全と安全性確保のため、救急棟外壁改修

工事を行う。（再掲【18】） 

 

●大学病院・高度急性期病院としての医療機能の充実

（Ⅵ地） 

【附】 

④一次脳卒中センター（ＰＳＣ）コア施設の認定要件と

して、血栓回収治療実績年間 12 件以上を目標とする。

（Ⅵ地） 

 

 

①【附】【セ】放射線機器の機器更新計画を作成し、令和６

年度に更新する医療機器を決定した。また、多人数用透析

装置の共同購入を実施した。 

【セ】 

②契約工期（令和６年２月）までに完成させた。 

 

 

 

③契約工期（令和５年 11月）までに完成させた。 

 

 

 

 

【附】 

④目標の 12 件以上を満たさなかった（実績９件）が、脳卒

中ホットラインでの搬送件数は増加傾向であり、引き続

き、目標達成に向けて取り組む。 

 

【附】 

Ａ 
 

【セ】 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

に対応する。 

 これらの取組とともに臨床指

標等を活用し、医療の質を高めて

いく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤高度薬学管理機能を有する敷地内薬局との薬薬連携

に向けた調整を行う。（Ⅵ地） 

⑥遠隔 IＣＵ15については、令和６年度診療報酬の収載を

見据え、支援先病院と運用変更の検討・策定を行う。

（Ⅵ地） 

⑦遠隔ＩＣＵの参加要望がある病院に対して、設備改修

を検討する。（Ⅵ地） 

 

【セ】 

⑧高度救命救急センター及び横浜市重症外傷センター

の役割を果たすため、他医療機関で応需困難な患者や

重症外傷患者の受入れを積極的に行う。（Ⅵ地） 

⑨ＨＣＵ（高度治療室）の拡充に向けた設計を実施する。

（Ⅵ地） 

 

●先進医療の取得・実施（Ⅵ地） 

⑩先進医療申請の可能性があるものについて、早期に厚

生労働の先進医療事前相談を受け、研究計画書を作成

できるようにする。（Ⅵ地） 

【附】 

⑪臨床研究中核病院の承認を目指し、研究実施体制や研

究支援体制の構築に着手するとともに、要件維持に向

けた施策を検討し、２件以上施行する。（Ⅵ地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤毎月、薬局運営業者と定例会で情報交換を行い、地域調剤

薬局等を対象とする研修の実施など薬薬連携を実施した。 

⑥令和６年度診療報酬に収載されることになった（特定集中

治療室遠隔支援加算 980 点）。今後、事業計画（収支計画）

を策定し支援先病院への参加費を提示する。 

⑦令和６年１月から横須賀市立市民病院を遠隔システムで

つなぎ仮運用を開始した。令和６年度から本運用を開始す

る。 

【セ】 

⑧重症外傷患者を積極的に受入れし、三次救急適応の重症患

者受入れを例年同様積極的に行った結果、応需率は96.0％

となった。 

⑨令和６年度の工事に向けて設計を完成させた。 

 

 

 

⑩【附】【セ】令和５年度から次世代臨床研究センター（Y-

NEXT）が支援対象とする研究を特定臨床研究に限定し、よ

り社会実装に近い研究の支援に切り替えた。 

【附】 

⑪取り下げ時の振り返り内容から課題を抽出の上、次世代臨

床研究センター（Y-NEXT）内に５つの改善 WG を設置、学

内広報としてのトップメッセージ発出、各診療科への個別

訪問によるシーズ・ニーズのヒアリングなど、要件維持に

向けた施策を３件実施した。 

 

 

 

 

 

 

 
15 遠隔 ICU：集中治療専門の医師等がネットワーク通信を利用して複数の集中治療室の医療情報を集約し、患者モニタリングや遠隔地から現場の医師等へのサポート等を

行う。 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

【主な指標】 

◆手術件数：【附】7,500 件【セ】

9,600 件 ／最終年度 

◆クオリティインディケーター

に基づく医療の質の向上 
*医療の質を評価する指標のこ

と。提供している医療が本当に

質の高いものであるかどうか、

課題があればそれが改善され

ているかどうか等を数値とし

て示すことでよりエビデンス

に即した質の高い医療の提供

ができるとされている。 

 

＊令和５年度目標 

◆手術件数：【附】6,600 件/年【セ】9,400 件/年 

◆先進医療申請のための先行研究着手件数：【附・セ】1

件/件 

 

 

 

【特記事項】 

【附】⑥・⑦の遠隔ＩＣＵに関する取組実績を踏まえ、Ａ評

価とした。 

 

 

中期指標  R5 

手術件数（Ⅵ地） 【附】 7,335 件／年 

【セ】 9,340 件／年 

クオリティインディ

ケーターに基づく医

療の質の向上（Ⅵ

地） 
【附】 

医療の質可視化 PJ へ

の継続参加、国立大学

附属病院が公表してい

る項目と同様の指標

（約 80 項目）を公表

し、課題の抽出・分

析・改善に向けた取組

を行った 

【セ】 

医療の質可視化 PJへ

の継続参加と 44 指標

の集約及び設定（医療

管理・診療情報） 

令和５年度指標  R5 

先進医療申請のため

の先行研究着手件数

（Ⅵ地） 
【附・

セ】 

０件／年 
※学内先進は新規 10 件、

再支援９件が採択されてお

り、今後厚労省先進に格上

げすべく研究を推進する。 

【22】医療の国際化への対応 

市内の外国人患者は今後も増

加が見込まれ、附属２病院の統

合・再整備の候補地においても在

住外国人が多く見込まれること

から、外国人患者を円滑に受け入

れるため、環境の整備を進めてい

●外国人患者のニーズに対応した環境の整備（Ⅶグ） 

①各種通訳ツールを目的に応じて使用できるように、外

来部門と連携し使用基準を作成する。（Ⅶグ） 

 

②Web サイトのリニューアルに伴い、英語表記可能とす

る。（Ⅶグ） 

 

 

①【附】【セ】各種通訳ツールの使用基準を整理し、院内周

知した。また、遠隔医療通訳サービスの活用推進のため、

タブレット端末を配置した。 

②【附】【セ】Web サイトリニューアルに伴い、全ページを

Google 翻訳にて英語、中国語（簡体字と繁体字）に対応し

た。 

【附】 

Ｂ 
 

【セ】 

Ａ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

く。センター病院ではＪＭＩＰ認

証（外国人患者受け入れ医療機関

認証制度）に向けての取組を進め

る。 

 

【主な指標】 

◆外国人患者のニーズに対応し

た環境の整備 

 

【セ】 

③受診方法を外国人にも理解できる内容で作成すると

ともに、外国人患者の対応を踏まえて、やさしい日本

語利用を推進する。（Ⅶグ） 

④利用実績に基づき、院内同意書・説明書の外国語翻訳

を実施する。（Ⅶグ） 

 

⑤ＱＲコードを活用し、患者自身がスマートフォンで同

意書、説明書を確認できるシステム作りを行う。（Ⅶ

グ） 

⑥「ＪＭＩＰ認証取得対策プロジェクト（仮称）」を発足

し、病院全体で取り組む。（Ⅶグ） 

 

【セ】 

③外国人向けの受診方法について Web サイトに掲載した。や

さしい日本語は、院内ポータルサイトへの掲載や、ｅラー

ニング等を通じて全体周知を行った。 

④「文書の翻訳依頼の流れ（翻訳依頼書）」を新たに策定し、

運用を開始した。依頼書に基づき汎用性等を考慮の上、翻

訳を行った。 

⑤翻訳版文書は、原則としてＱＲコードで読み取れるよう加

工し、患者自身のスマートフォンで確認できるシステムを

整備し運用を開始した。 

⑥現状の課題を抽出し、プロジェクトに参加する職種の選出

を行った。 

 

 

【特記事項】 

【セ】②・④・⑤の取組実績を踏まえ、Ａ評価とした。 

 

中期指標  R5 

外国人患者のニーズ

に対応した環境の整

備（Ⅶグ） 

【附】 ①・②のとおり 

【セ】 ①・②のとおり 

３ 政策的医療への貢献、地域医療の推進 
 

【23】政策的医療の推進 

市、県及び地域医療機関との連

携関係のもと、政策的医療（周産

期・小児・生殖・精神・ 救急・が

ん・災害時医療等）においても、

高度で先進的な医療を提供する

中心的な存在であり続ける。 

あわせて、附属２病院で連携し

て、他の医療機関では対応できな

いような緊急性及び重症度が高

い患者を中心に救急患者の受入

●救急医療（Ⅵ地） 

【附】 

①救急応需状況を日々確認し、応需率の向上に取り組

む。（Ⅵ地） 

 

 

 

②心疾患ホットラインの運用を見直し、より多くの患者

を受入れ、機能評価係数Ⅱの地域医療係数の向上を図

る。（Ⅵ地） 

 

【附】 

①計画どおり実施し、受入れ課題や体制の検討につなげた。

不適切な不応需をなくすため、年度始めに救急患者の受入

れ方法について全医師に周知した。また、当直医師が救急

診療フローを活用できるように院内ポータルサイトへ掲

載した。 

②救急搬送の受入れ需要拡大による施策として、近隣医療機

関を対象に心疾患ホットラインの運用を拡大した（令和５

年度 100 件）。多くの患者を受入れ、地域医療係数の向上

を図った。 

【附】 

Ａ 
 

【セ】

Ｓ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

れを積極的に行い、地域における

「最後の砦」 としての役割を果

たす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【セ】 

③高度救命救急センター及び横浜市重症外傷センター

の役割を果たすため、他医療機関で応需困難な患者や

重症外傷患者の受入れを積極的に行う。（再掲【21】）

（Ⅵ地） 

 

●がん医療（Ⅵ地） 

④地域がん診療連携拠点病院として、神奈川県がん診療

連携協議会及び各部会（相談支援部会、緩和ケア部会、

がん薬物療法部会等）に参加し、院内に情報発信や情

報共有を行う。（Ⅵ地） 

【附】 

⑤５大がん等に関する地域連携パスを推進することで、地域
医療機関との機能や役割分担を促進し、医療資源の有効
活用を図る。（Ⅵ地） 

⑥「がん患者の就労相談」や「がんサロン」について、オンラ
イン開催等、時代に即した環境を整えて、開催する。（Ⅵ
地） 

【セ】 

⑦現在ある外来化学療法室を休床することなく、18 床か

ら 27 床へ増床する。（Ⅵ地） 

 

●災害時医療（Ⅵ地） 

⑧ＤＭＡＴ、ＤＭＡＴ-Ｌ等の隊員養成研修、技能維持研

修及び国の訓練へ参加する。（Ⅵ地） 

 

【附】 
⑨経営層を対象とした災害対策本部訓練を実施する。

（Ⅵ地） 

⑩前年度に改正したＢＣＰ（事業継続計画）と整合性の

取れた災害対策マニュアルを整備する。（Ⅵ地） 

【セ】 

⑪行政からの出動要請に応じ、ドクターカーをＹＭＡＴ

とともに災害･救急医療現場に出動する。（Ⅵ地） 

 

【セ】 

③重症外傷患者を積極的に受入れ、三次救急適応の重症患者

受入れを例年同様積極的に行った結果、応需率は 96.0％

となった。 

 

 

 

④【附】【セ】神奈川県がん診療連携協議会及び部会に参加

し、院内の各種委員会にて情報共有を行った。 

 

 

【附】 

⑤新たに 11 の医療機関と連携を開始した。 

 

 

⑥「がんサロン」について、令和５年度はハイブリット開催

（対面とオンラインの併用）に変更した（11 回開催、延べ

139 名が参加）。 

【セ】 

⑦計画どおり休床することなく増床工事を行い、令和６年３

月から稼働を開始した。 

 

⑧【附】【セ】計画どおり研修及び訓練に参加した。また、新

たに２名がＤＭＡＴ隊員、５名がＤＭＡＴ-Ｌ隊員に認定

された（２病院合計）。 

 

【附】 

⑨病院長をはじめとする病院幹部を対象としたＢＣＰ（事業

継続計画）に基づく本部訓練を実施した。 

⑩BCP（事業継続計画）に基づく本部訓練を実施し、マニュ

アル整備に向けた課題整理を行った。 

【セ】 

⑪計画どおり要請に応じて出動をしたほか、横浜市実施のＹ

ＭＡＴ隊員養成研修に医師３名が参加した。 

（ＹＭＡＴ出動 18件、ドクターカー出動 35件） 
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【主な指標】 

◆救急応需率：【附】90％【セ】

90％／最終年度 

◆不妊治療件数16：【セ】男性 

250 件、女性 215 件／最終年

度 

 

⑫「災害拠点病院」として中心的な役割を担うため、災

害時は神奈川県庁等の調整本部へ積極的に関与する

とともに、ＤＭＡＴ隊員を中心とした現場医療救護活

動を実施する。（Ⅵ地） 

 

●周産期・小児・生殖医療（Ⅵ地） 

【附】 

⑬小児期発症の疾患患者や長期フォローアップ中の患

者のデータを抽出し、長期フォローアップ外来への移

行を推進する。（Ⅵ地） 

【セ】 

⑭神奈川県周産期救急医療システムの基幹病院として、

緊急性や重症度の高いハイリスク妊産婦及び新生児

の受入れを行う。（Ⅵ地） 

⑮医療的ケアが必要な重度の心身障害児について、メデ

ィカルショートステイの受入れを行う。（Ⅵ地） 

⑯不妊治療の需要増に対応するため、生殖医療センター

の拡充を実施する。（Ⅵ地） 

⑰市・県・地域医療機関と連携し生殖医療の情報発信を

強化する。（Ⅵ地） 

⑱県内唯一の男女いずれも診療可能な不妊治療施設と

して、精索静脈瘤手術、精巣内精子採取術、先進医療

を含む高度生殖医療（体外受精－胚移植など）等の高

度な治療を患者に提供する。（Ⅵ地） 

 

＊令和５年度目標 

◆救急応需率：【附】90％/年 【セ】90％/年 

◆不妊治療件数：【セ】男性 195 件/年、女性 190 件/年 

 

⑫令和６年能登半島地震において、ＤＭＡＴ（【附】【セ】）、

ＤＭＡＴロジスティックチーム、作業療法士、理学療法士、

ソーシャルワーカーを派遣（【セ】）し、派遣被災地にて支

援活動を行った。 

 

 

【附】 

⑬電子カルテの「チーム」欄に「ＬＴＦＵ長期フォローアッ

プ）外来」の項目を新設し、長期フォローアップ患者の洗

い出しと、当外来への移行促進を行った。 

【セ】 

⑭市内唯一の妊娠 22 週目の出産に対応可能な医療機関とし

て、母体又は胎児に対するリスクの高い患者及び救急患者

の受入れを積極的に行った。 

⑮一時的に在宅療養が困難になった医療的ケアが必要な重

度の心身障害児について、受入れを行った。 

⑯契約工期（令和６年２月）までに完成させた。 

 

⑰横浜市・神奈川県と連携し不妊相談を実施した。 

 

⑱男性、女性ともに年間目標を上回って達成した。 

男性：精索静脈瘤手術 124 件、精巣内精子採取術 80 件 

女性：融解胚移植 305 件 

 

 

【特記事項】 

【附】⑤・⑫の取組実績を踏まえ、Ａ評価とした。 

中期指標  R5 

救急応需率（Ⅵ地） 

（センター三次救急） 

【附】 86.5％／年 

【セ】 95.6％／年 

不妊治療件数（Ⅵ地） 【セ】 男性 204 件／年 

女性 305 件／年 

 
16 不妊治療件数：男性は精索静脈瘤手術、精巣内精子採取術。女性は融解胚移植件数。 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

【セ】⑫ではＤＭＡＴのほかコメディカルを派遣し支援活動

を行ったこと、⑱では男女ともに目標値を上回って達成し

たことを踏まえ、Ｓ評価とした。 

 

【24】地域医療への貢献 

市や県の地域包括ケアシステ

ムを踏まえながら、地域の医療機

関との紹介・逆紹介のさらなる推

進により連携強化・機能分化を進

め、在院日数や外来患者数の適正

化につなげる。さらに、高齢社会

の進展に伴い、患者が住み慣れた

地域で安心して退院後の生活が

送れるよう支援を図る。 

また、附属２病院統合を見据

え、二次医療圏17の横浜市のみな

らず、三次医療圏18の神奈川県に

おいても高度な治療を必要とす

る患者に貢献する病院を目指し

ていく。あわせて、高度・先進的

な治療実績、研究成果等を市民や

他の医療機関へ積極的に発信し、

地域のニーズに合った医療講座

や研修・実習を提供することで、

市民の医学知識の向上と健康意

識の啓発・促進を図りつつ、地域

の医療機関等との連携を促進し

ていく。 

 

 

●病病連携・病診連携等の地域医療推進の強化（Ⅵ地） 

①診療所等の医療機関への訪問を通じ、登録医療機関数

の拡大につなげる。（Ⅵ地） 

 

【附】 

②休日夜間に入院した二次救急患者を容態が安定した

翌平日に連携病院へ転院させることで、地域の救急体

制を補完するとともに効果的な病床運用を推進する。

（Ⅵ地） 

【セ】 

③関係医療機関の訪問を行い、病病連携を踏まえたＰＦ

Ｍ19体制構築を図る。（Ⅵ地） 

 

④全部署の看護師が訪問看護事業所での訪問看護同行

研修に参加することで、病院から在宅医療への継続し

たケアを行い、あわせて医療者間の連携推進に取り組

む。（Ⅵ地） 

 

●地域の医療従事者に対する研修機会の提供（Ⅵ地） 

⑤医療従事者向け研修会やセミナーを開催することで、地

域医療の質の向上と人材育成に貢献するとともに特定機

能病院・各拠点病院としての役割を果たす。（Ⅵ地） 

 

【セ】 

⑥『日本医師会生涯教育』として地域医療機関の医師向

けの研修を企画、実施する。（Ⅵ地） 

 

①【附】【セ】医療機関訪問や医師同行訪問を実施し、附属

病院では 131 施設、センター病院では 52 施設が新たに登

録医療機関となった。 

【附】 

②３医療機関と連携協定を締結し、年間 13 件の早期転院を

成立させた。 

 

 

【セ】 

③医師同行で６件の医療機関へ訪問し、即日転院の受入促進

のポイントを確認するなど体制構築を図った。また、形成

外科の疾患や処置に対応可能な医療機関を１件開拓した。 

④全部署の看護師が研修に参加し、在宅療養に向けた適切な

準備・指導などの質向上につなげた。また、前年度から研

修先を 2 か所増やすなど医療者間の連携促進につなげた。 

 

 

 

⑤【附】当院主催の地域連携セミナーを６回開催した。また、

医療従事者向け研修を４回開催した。 

【セ】研修会を 37 回開催し、地域医療支援病院として地域

医療の質の向上と人材育成に貢献した。 

【セ】 

⑥研修会を 25回開催し、合計 1,226 名が参加した。 

 

【附】

Ｂ 
 

【セ】

Ｃ 

 

 
17 二次医療圏：救急医療を含む一般的な入院治療を提供する医療圏 
18 三次医療圏：精神病棟や感染病棟、結核病棟などの専門的な医療、または高度で先端の医療を提供する医療圏 
19 PFM：Patient Flow Management 入院前に患者の基本情報を集めておくことで、退院への問題解決に向けて早期に着手できると同時に、病床管理を合理的に行うこと。 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●地域の医療従事者に対する病院実習の受入体制の充

実（Ⅵ地） 

⑦地域の医療機関等（訪問看護ステーション、介護施設

等）から、看護師や薬剤師等のメディカルスタッフの

実習受入れを行う。（Ⅵ地） 

 

●市民向け医療講座の充実（Ⅵ地） 

⑧地域医療機関等と連携して、医学的知識の向上や健康

意識の啓発を目的とした市民向け医療講座等の研修会を

開催する。（Ⅵ地） 

【セ】 

⑨がんや肝疾患などに関する知識の普及啓発の活動と

して、市民向けイベントの開催や啓発グッズの作成配

布を行う。（Ⅵ地） 

 

●広報誌や Web の充実による広報機能の強化（Ⅵ地） 

⑩附属２病院の Web サイトを、SEO 対策及びユーザビリ

ティの向上を目的にリニューアルする。（Ⅵ地） 

 

【附】 

⑪医療機関向け広報誌やメール配信、専用 Web サイト・

院内デジタルサイネージ等を活用して、患者や地域医

療機関への情報発信を行う。（Ⅵ地） 

【セ】 

⑫ＩＣＴメーリングリストの活用した『市大センター病

院連携ＮＥＷＳ』（メールマガジン）を配信する。（Ⅵ

地） 

⑬高度医療の提供や治療実績などの情報発信として、

『病院のご案内』『外来担当医表』『地域連携だより（十

全）』を作成し配布する。（Ⅵ地） 

 
 
 

 

 

 

 

⑦【附】【セ】計画どおり実習受入れを行った。加えて、外来

がん治療専門薬剤師養成のためのがん診療病院連携研修

事業として保険薬局薬剤師１名を受け入れた。 

 

 

⑧【附】【セ】附属病院、センター病院ともに４回開催した。 

 

 

【セ】 

⑨市民向けの肝臓病教室を年３回、その他、肝疾患拠点病院

として神奈川県と協力し、肝炎コーディネーターセミナー

を開催した。 

 

 

⑩【附】【セ】SEO 対策及びユーザビリティの向上を目的に

Web サイトを全面リニューアルし、令和６年３月に公開し

た。 

【附】 

⑪新たに医療機関向け広報誌を発刊したほか、登録医に対す

るメール配信を 17 回実施した。また、医療専門サイト

（m3.com）への記事掲載・配信を行った。 

【セ】 

⑫計画どおり配信を行った（合計５回）。 

 

 

⑬計画どおり作成、配布した。『また、当院広報誌『十全』

（年２回発行）とタイアップし、地域医療連携に関する紙

面を組み込み、一般市民向けの情報発信にも取り組んだ。 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

【主な指標】 

◆紹介割合：【附】90％【セ】

100％／最終年度 

◆逆紹介割合：【附】60‰【セ】

50‰ ／最終年度 

◆外来初診患者数：【附】160 人/

日【セ】177 人/日／最終年度 

◆新入院患者数：【附】18,000 人

【セ】20,200 人／最終年度 

◆DPC 入院期間Ⅱ以内の退院割合

（再掲）：【附】76％【セ】

75％／最終年度 

 
＊令和５年度目標 

◆紹介割合   ：【附】86％/年 【セ】97％/年 

◆逆紹介割合  ：【附】51‰/年 【セ】48‰/年 

◆外来初診患者数：【附】155 人/日 【セ】170 人/日 

◆新入院患者数：【附】16,000 人/年【セ】19,300 人/年 

 

 

【特記事項】 

【セ】紹介割合、新入院患者数、DPC 入院期間Ⅱ以内の退院

割合の目標未達成を受け、Ｃ評価とした。 

 

中期指標  R5 

紹介割合（Ⅵ地） 【附】 88.1％／年 

【セ】 96.7％／年 

逆紹介割合（Ⅵ地） 【附】 55.5‰／年 

【セ】 52.0‰／年 

外来初診患者数（Ⅵ

地） 
【附】 

38,861 人／年 

159.9/日 

【セ】 
41,698 人／年 

171.6/日 

新入院患者数（Ⅵ地） 【附】 17,641 人／年 

【セ】 18,637 人／年 

DPC 入院期間Ⅱ以内の

退院割合（再掲）（Ⅵ

地） 

【附】 76.5％／年 

【セ】 73.6％／年 

４ 明日を担う質の高い医療人材の育成と活用 
 

【25】医療人材の育成 

高度化・複雑化する医療への対

応を図るため、看護師・コメディ

カルのスキル向上に向けた取組

を進める。 

研修医においては、シームレス

な教育研修体制を意識し、良質で

魅力的な研修プログラムを整備

することで、全国から優秀な医学

生を確保する。本学の研修プログ

ラムを通じて育成された医療人

材が将来的に横浜市医療に貢献

できるよう、基幹型臨床研修病院

●看護師・コメディカルの育成（Ⅵ地） 

①地域の医療機関等との人事交流や出向を通じて、専門

知識を持った質の高い医療スタッフの育成を行う。

（Ⅵ地） 

 

 

 

②キャリアラダーに基づいて、外部の研修・学会等に参

加する。（Ⅵ地） 

 

 

 

③卒後臨床研修を通じて質の高い臨床薬剤師を育成す

 

①【附】退院支援機能及び患者サポートセンター機能の強化

を目的に、看護師１名が地域の訪問看護ステーションに出

向した。 

【セ】附属病院との看護職員人事交流（８名）、看護学科

への講師等の派遣（31 名）、看護専門学校への出向（１名）

等を行った。 

②【附】看護師がキャリアラダーに基づいた研修を受講した。

コメディカルについては令和６年度実施に向けて、研修計

画を立案した。 

【セ】外部研修に延べ 114 名が参加した。ほか、学会発表

を行った（35演題）。 

③【附】薬剤師レジデント５期生４名を新たに受入れ、臨床

【附】 

Ａ 
 

【セ】 

Ａ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

として積極的に地域の医療機関

での研修も進めていく。 

また、看護師等においては、附

属２病院と看護学科・学科専攻が

臨床（看護の実践）・人材育成・教

育・研究・地域貢献の各分野にお

いて、交流と連携を強め、個々の

取組を一体的に進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るため、薬剤師レジデント制度を継続する。（Ⅵ地） 

 

 

【附】 

④シミュレーションセンター等を利用した院内研修を

実施する。（Ⅵ地） 

⑤放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士の告示研修

の参加を推進する。（Ⅵ地） 

【セ】 

⑥看護師の特定行為実践マニュアルを改訂する。（Ⅵ地） 

 

●専攻医の育成（Ⅵ地） 

⑦新専門医制度に対応した人員配置（専攻医、指導医、

事務部門）を行うとともに、JMECC20講習会や共通講習

（医療安全、感染制御）等を実施し、専攻医の知識・

技術習得を支援する。（Ⅵ地） 

 

●臨床研修医の確保と育成（Ⅵ地） 

⑧前年度受審した卒後臨床研修評価機構による臨床研

修評価を踏まえ、附属２病院の特色を生かした魅力的

な指導体制や研修プログラムを充実する。（Ⅵ地） 

 

 

 

 

⑨連携病院の豊富さを生かしたキャリア支援を丁寧に

行う。（Ⅵ地） 

 

 

 

⑩連携病院における一般的な疾病の習得や、都市部の臨

床研修では経験しにくい慢性期医療習得が充実した

地域医療研修をアピールする。（Ⅵ地） 

実務を交えた薬剤部独自のプログラムを実施した。 

【セ】８名の研修を継続したほか、令和６年度に３名の受

け入れが決定している。 

【附】 

④シミュレーションセンターにて心肺蘇生講習会を実施し

た。 

⑤告示研修に関する費用を公費で支出し、参加を推進した。

（修了実績：臨床工学技士８名、放射線技師３名） 

【セ】 

⑥令和６年３月に改定した。 

 

 

⑦【附】JMECC（内科救急・ICLS 講習会）を年２回、指導者

向け講習会（指導医養成講習会）を年１回実施した。 

【セ】共通講習（医床安全、臨床倫理）を年３回実施し、

知識技術習得を支援した。 

 

 

⑧【附】【セ】プログラム責任者会議及び臨床研修委員会で

課題などについて協議し、研修プログラムの充実を図っ

た。２病院ともにマッチング率 100％を達成した。 

【附】病院当直研修プログラムについて、適宜見直しを行

った。 

【セ】指導医による定期的なセミナー開催や、担当制によ

るクラス担任面談（年２回）を行った。 

⑨【附】臨床研修医へのキャリア相談等を年２回実施した。 

【セ】研修医からの需要を踏まえ、協力病院との「たすき

がけ定員」※を増員した。 
※大学病院（管理型）と研修病院（協力型）が１年ずつ交互に研修

を行うこと。 

⑩【附】臨床研修に関する動画を作成し、PRを図った。また、

令和６年度から地域医療実習先として、寿町診療所を追加

する調整を行った。 

【セ】全国各地の協力施設と連携し、研修医が希望する施

 
20 JMECC（ジェイメック）：Japanese Medical Emergency Care Course、日本内科学会認定内科救急・ICLS 講習会 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な指標】 

◆特定行為研修を修了し、当該

特定行為に従事する看護師：

【附】６名 【セ】12 名／最終

年度 

◆初期研修医のマッチング率：

【附】100％【セ】100％／年 

 

 

⑪実務的な知識や技能を習得させるだけでなく、医師と

してのプロフェッショナリズムを醸成し、高潔な人格

と倫理観を備えた人材を養成する。（Ⅵ地） 

 

●専門・認定、特定行為研修終了看護師の育成・活用（Ⅵ

地） 

⑫横浜市立大学大学院看護学専攻博士前期課程への進

学者を附属２病院合わせて２名輩出する。（Ⅵ地） 

⑬臨床実習指導者講習会の受講者を附属２病院合わせ

て８名育成する。（Ⅵ地） 

 

 
＊令和５年度目標 

◆特定行為研修を修了し、該当特定行為に従事する看護

師：【附】１名  【セ】２名 

◆初期臨床研修医マッチング登録者数（全国大学附属病

院）：【附・セ】５位以内 

 

設・地域で研修を行うことができた。 

⑪【附】４月入職時のオリエンテーションにて医療倫理に関

する講義を行った。 

【セ】研修医のリスクマネージャー会議や臨床研修委員会

への参加を通じ、病院全体での議題に取り組む姿勢を養成

した。 

 

⑫令和６年度進学者を３名（【附】２名【セ】１名）輩出し

た。 

⑬【附】【セ】２病院合わせて計画を上回る 16 名が受講し、

修了した。 

 

 

 

【特記事項】 

【附】【セ】初期臨床研修医マッチング登録者数が１位

（【セ】）、２位（【附】）となり、目標達成したこと、また

⑧・⑫・⑬の取組実績を踏まえ、Ａ評価とした。 

 

 

 

 

 

中期指標  R5 

特定行為に従事する

看護師（Ⅵ地） 

【附】 ４名／年 

【セ】 １名／年 

初期研修医のマッチ

ング率（Ⅵ地） 

【附】 100％／年 

【セ】 100％／年 

令和５年度指標  R5 

初期臨床研修医マッ

チング登録者数（全

国大学附属病院）（Ⅵ

地） 

【附】 ２位 

【セ】 １位 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

Ⅳ 法人経営 
  

１ 経営改革を強力に推進するガバナンスの強化 
 

【26】ガバナンス強化 

理事長・副理事長のトップマネ

ジメントのもと、全教職員が一丸

となって中期計画の達成に向け

た取組及び経営改革を確実に推

進する土台として、コンプライア

ンスの推進、内部統制の確立をは

じめとするガバナンス強化に取

り組む。また、透明性を確保する

ため、法人に関する情報は引き続

き適切に開示する。 

 

【主な指標】 

◆「公立大学ガバナンス・コード」

に基づく体制の推進 

 

●ガバナンス強化 

①理事長・学長から時宜に応じて発信し、法人及び大学

が進む方向性を教職員に示す。 

 

②YCU 法人 News 等の広報媒体、会議体等を通じて中期計

画や経営改革の取組を教職員に発信する。 

③計画【29】～【32】を確実に遂行する。 

 

●SDGs 推進及びカーボンニュートラルへの貢献 

④国及び市の取組に積極的に参画するとともに、法人に

おける取組を情報発信する。 

 

①法人の財務状況や収支改善に向けた取組について、教職員

に対して理事長メッセージを発信し、教授会で理事長自ら

が説明した。 

②YCU 法人 News 内で全教職員に向けて「改革通信」を計９

回発信し、情報共有による一体感の醸成を図った。 

③計画どおり実施した。 

 

 

④計画どおり実施した。 

 

 

【特記事項】 

○ガバナンス強化のため事務局から独立した内部監査担当

部署の設置を検討し、令和６年度に理事長直轄の監査室を

設置することとした。 

 

中期指標 R5 

「公立大学ガバナン

ス・コード」に基づ

く体制の推進 

本学の取組について「公立大学

ガバナンス・コードへの適合状

況」を確認し、令和６年３月に

Web サイトで公表した。 

Ｂ 

２ 不断の経営改革及び持続可能な経営のための自己収入確保 
 

【27】ＤＸ推進及び業務改善 

教職員が限られた時間でより

効率的に業務に携わることがで

きるように業務や手続きを見直

し、それに対応した事務システム

等の構築をする。また、個別最適

化された学修指導や戦略的な研

●事務効率化・利便性向上をめざした総合的事務システ

ムの改善（文書管理、財務会計、人事給与、職員認証） 

①総合的事務システムの方向性や改善内容をプロジェ

クトで検討し、システム要件をまとめる。 

②ＤＸ推進方針に基づく取組項目をＩＣＴ推進計画第

２版へ取り込む。 

 

 

 

①給与明細や年末調整の Web 化、研究費執行管理の運用ルー

ルの見直しの実施を決定した。 

②計画どおり実施し、ＩＣＴ推進計画第２版へ反映するＤＸ

取組項目を決定した。 

 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

究支援などを実現するための教

育・研究関連データの集積と分析

の仕組みを整備する。それらを支

えるネットワーク基盤を含めた

安全なインフラ環境を整備する。 

 

【主な指標】 

◆ＤＸの方針に基づく業務改善

の推進 

 

●教育・研究関連のデータ集積と分析の仕組の整備 

③ＬＭＳ「YCU-Board」の目標設定及び振り返りと担任教

員によるフィードバックの入力促進を通じて、学生が

目標から逆算して主体的に学生生活を送るよう支援

する。（再掲【７】） 

④研究力分析による第６期「戦略的研究推進事業」の骨

子を策定する。（再掲【13】） 

⑤研究者管理用データベースの実運用と見直しを行う。

（再掲【15】） 

 

●上記以外の業務改善 

⑥現金で収受していた学内証明書の手数料について、

Web 決済システムの本格運用を全キャンパスで開始す

る。 

 

 

③計画どおり実施したほか、ＬＭＳの利用性向上のためのシ

ステム改修を行った。（再掲【７】） 

 

 

④現第５期の成果を踏まえ、本学の強みを引きのばす分野、

今後注力する分野への検討を開始した。（再掲） 

⑤研究者管理用データベースについて、内容や必要機能等を

協議し、ツールの見直し検討を行った。（再掲） 

 

 

⑥全キャンパスでの Web 決済システムの本格運用を開始し

た。 

 

 
 

中期指標 R5 

ＤＸの方針に基づく

業務改善の推進 

教育・研究・事務の各分野におけ

る課題抽出を行い、優先度の高

いものの中から業務改善につな

がる取組案を決定した。 

【28】自律的な運営に資する外部

資金獲得施策の実施 

外部資金のさらなる獲得に向

けて、研究費については、研究者

が効率的・効果的に研究できるよ

う研究支援体制を強化し、国の研

究費や民間企業との受託・共同研

究費などの積極的な獲得に努め

る。 

寄附については、戦略に基づ

き、法人トップ（理事長、学長等）

とファンドレイザーが先頭に立

って渉外活動を行い、法人の特長

を活かした大型寄附や継続寄附

を教職員一丸となって獲得を目

●研究費獲得施策の実施 

①「研究の横浜市立大学」を推進するため、目標の設定

と組織体制等の整理を行う。 

 

②間接経費比率の改定を行う。 

 

③計画【12】～【16】を確実に遂行する。 

 

●横浜市立大学基金の拡充に向けた取組 

④寄附獲得体制を強化し、法人トップ（理事長、学長等）

とファンドレイザーを中心とした渉外活動を実施す

る。 

⑤継続寄附や新規開拓に向けたターゲットごとの施策

を実施する。 

 

 

①中期指標の達成に向けて取組を進めたほか、組織体制等に

ついて検討し、令和６年度の共創イノベーションセンター

設置及び研究担当副学長の配置につなげた。 

②令和５年度から受託研究（15％から 30％）及び共同研究

（10％から 20％）の間接経費比率を改定した。 

③計画どおり実施した。 

 

 

④計画どおり渉外活動を実施し、大口寄附も獲得したが、年

度目標額には至らなかった。 

 

⑤ターゲットごとの施策を実施し、500 万円以上の寄附獲得

件数が増加した。 

 

Ｃ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

指す。また、周年寄附事業等では、

目標達成（20億円以上）を目指し、

法人内の寄附意識の浸透を図る。 

 

【主な指標】 

◆科研費獲得金額（再掲）：第３期

の実績５％増／期間中（累計目

標：5,977 百万円） 

◆寄附獲得額：20億円／期間中 

 

⑥寄附運営委員会をはじめ各種会議体や YCU 法人 News

等の広報媒体を通じて、学内への情報発信、情報共有

を行い、寄附意識の浸透と促進を図る。 

 

＊令和５年度目標 

◆寄附獲得額：2.5 億円 

⑥委員会を年５回開催したほか、YCU 法人 News を通じてト

ップから情報発信を行い、寄附意識の醸成を図った。 

 

 

【特記事項】 

○寄附獲得額の指標が目標未達成であったことを受け、Ｃ評

価とした。 

中期指標 R5 

科研費獲得金額獲得

金額（再掲） 
1,075 百万円（進捗率 17.9％） 

寄附獲得額 177 百万円（R5 達成率 71％） 

【29】法人全体の効率的かつ効果

的な運営  

市における厳しい財政状況を

勘案しつつも、自律的かつ持続可

能な法人経営を実現するため、外

部資金のさらなる獲得、管理する

拠点（キャンパス）等のあり方の

検討、学部・研究科ごとの評価指

標及び特徴等の整理、企業連携、

ＤＸ推進などの経営改革に法人

全体で中長期的な視点で取り組

む。 

 

【主な指標】 

◆経営改革に資する取組の推進 

 

●経営改革に資する各プロジェクトの取組推進 

①「研究の横浜市立大学」を推進するため、目標の設定

と組織体制等の整理を行う。（再掲【28】） 

 

②厳しい財政状況を踏まえ、支出に関する財源や間接経

費の有効活用について整理する。 

③第３期中期計画期間中に新設・再編した学部の検証を

行う。 

 

④学部・研究科ごとの収支に関する目標を設定する。 

 

 

①中期指標の達成に向けて取組を進めたほか、組織体制等に

ついて検討し、令和６年度の共創イノベーションセンター

設置及び研究担当副学長の配置につなげた。 

②令和６年度に向けて、寄附金及び間接経費財源を一元管理

し、大学の発展に資する取組に活用できるよう整理した。 

③入学卒業時の動向、専門教育の深化、学内連携・学外産官

学連携等を検証し、教育研究の水準が向上していることを

確認した。 

④学部・研究科ごとにおける収支の考え方が決まらなかった

ため、目標設定に至らなかった。 

 

 

【特記事項】 

○改革推進会議を中心に取組を進めたものの、令和５年度決

算が法人全体で経常損益が約 21 億円の赤字となったこと

を受け、Ｃ評価とした。 

 

 

中期指標 R5 

経営改革に資する取

組の推進 

①・②・③・④のとおり 

Ｃ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

３ コンプライアンス推進、リスクマネジメントの確立 
 

【30】コンプライアンスの推進 

教職員一人ひとりのコンプラ

イアンス意識を高めるため、注意

を喚起する通知の時宜に応じた

発出や教職員の目に触れやすい

媒体を活用したコンプライアン

ス関連の啓発、事例研究等を中心

とした効果的な研修等を実施す

る。また、過去の情報漏えい事案

を教訓とし、再発を防ぐ取組（個

人情報取扱注意強化月間）や、個

人情報の適正な取扱いが行われ

るよう継続的に研修を実施する

など、個人情報保護にかかる教職

員の意識醸成を確実に進める。 

さらに、内部不正も含めた情報セ

キュリティ向上のため、学内情報

資産の一元管理化等を実施する。 

 

【主な指標】 

◆時宜に応じたコンプライアン

スに係る啓発活動の実施 

 

●コンプライアンスの推進 

①内部統制システムをはじめとした法人のコンプライ

アンスの推進体制の運用及び推進状況の点検等を実

施する。 

②事務ミス等の速やかな報告を促し、組織的共有を実施

する。 

 

③内部通報制度の運用を通じた法令違反行為等の早期

発見及び是正を実施する。 

④時宜に応じたテーマを扱うコンプライアンス研修を

実施する。 

 

●個人情報保護の適正管理の実施 

⑤「個人情報取扱注意強化月間（毎年 7 月）」に再発防止

対策の啓発を集中的に実施する。 

⑥個人情報に関する自己点検、相互点検を効率的に実施

する。 

●情報セキュリティ対策 

⑦基幹ネットワークシステム利用規程を策定する。 

 

 

①内部統制システム推進体制を基に、顕在化したリスク（事

務処理ミス）や、潜在的リスク（リスクマップの作成）へ

の対応を行った。また、監事監査及び内部監査を実施した。 

②計画どおり実施し、事務ミス等の事案は学内会議で法人全

体に共有した上で、全教職員にメールで配信する等、再発

防止に向けた発信を行った。 

③計画どおり実施した。 

 

④本学で発生した事案を踏まえたテーマを設定し、全教職員

向けに２回、加えて管理職対象の必修研修を実施した。 

 

 

⑤個人情報管理の基本的事項遵守を目的とした啓発活動を

計画どおり実施した。 

⑥計画どおり実施した。 
 
 

⑦クラウド環境への個人情報保存に関する学内ルールの策

定に向け、保護法及び条令の解釈の整理を行った。 

 

 

 

中期指標 R5 

時宜に応じたコンプ

ライアンスに係る啓

発活動の実施 

コンプライアンス推進委員会委

員長から年４回通知を発出した

ほか、「コンプライアンスマイン

ド」という通信を年９回配信し

た。 

全教職員向けに年２回の研修を

実施し、臨時監査の実施事案に

関連した管理職向け研修も実施

した。 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

【31】リスクマネジメント・危機

管理 

既に各拠点、所属で運用してい

る自己点検の仕組みを体系化し、

内部統制システムとして一体的

に運用することで、法人業務を阻

害するリスク全般への対策等に

ついて適切な組織的共有を図る

とともに業務の適正な執行を確

保する。 

学生・教職員の安全確保に向け

た体制の強化を図るため、防災意

識の向上及び危機発生時の対応

力の強化を目的とした効果的な

訓練を実施し、感染症の流行や自

然災害などに備えてＢＣＰを定

期的に見直す。 

 

【主な指標】 

◆内部統制システムに基づく業

務の適正な執行 

 

●リスクマネジメントの取組 

①リスクマップに基づく日常モニタリング（自己点検・

相互牽制・承認手続き）を実施する。 

②適切なリスク対策等を講じるため、リスクの把握及び

評価ツールであるリスクマップを定期的に更新する。 

 

●危機管理体制の強化 

③学生が参加する防災訓練の実施や、各キャンパスや附

属２病院とも連携した、実践的な訓練・研修を行う。 

④法人全体で災害時に備えて導入している「安否確認シ

ステム」の応答率の向上を図る。 

⑤発災時には要請に応じて被災地や市内・県内の災害対

策本部への参画を積極的に行うとともに、市や県と連

携して感染症拡大防止等の対応を行う。 

 

 

 

 

＊令和５年度目標 

◆防災訓練の実施回数：大学・附属病院及びセンター病

院 各５回 
◆普通救命講習受講職員の配置割合（大学）：80％  

 

①計画どおり日常モニタリングを実施した。 

 

②計画どおりリスクマップの更新を実施した。 

 

 

 

③計画どおり実施した。 

 

④法人全体で災害時に備えて導入している「安否確認システ

ム」の周知と訓練を２回実施し、応答率の向上を図った。 

⑤金沢消防署と連携した消防訓練の実施、市や県と連携して

感染症拡大防止等の対応を行った。 

 

 

 

 

 

中期指標 R5 

内部統制システムに

基づく業務の適正な

執行 

①・②のとおり 

令和５年度指標  R5 

防災訓練実施回数 

大学 ５回／年 

【附】 ５回／年 

【セ】 ５回／年 

普通救命講習受講者

の配置割合 
大学 80％／年 

Ｂ 

４ 教職員エンゲージメントの向上 
 

【32】人材の育成と活用 

社会情勢の変化に柔軟に対応

できる法人経営を実現するため、

すべての教職員が持てる力を最

●教職員が持てる力を最大限発揮できる組織風土の醸  

成 

①管理職を対象に、職員を育てる意識・スキルの醸成を

目的とした人材育成研修を実施する。 

 

 

①事務系の係長全員を対象に「部下を動かすリーダーシップ

研修」を実施したほか、看護職・医療技術職も含めた課長

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

大限発揮し、学び合い、支え合う

組織風土を醸成するとともに、時

代のニーズを捉えた研修の実施

や適材適所の人員配置、法人の実

態にふさわしい人事制度の構築

と不断の見直しによって、高度な

専門性を有する人材を育成する。 

 

【主な指標】 

◆教職員意識調査（人事制度・キ

ャリア形成関連）：評価 2.2 点

以上４点満点 

 

 

●研修の実施、人員配置、人事制度の構築と見直し 

②新採用職員向けの研修を拡充する。 

 

 

③全教職員を対象とする SD 研修を実施する。 

●病院運営をマネジメントする職員の育成 

④「YCU 病院経営プログラム」や「ソーシャルイノベー

ション社会人МＢＡプログラム（ＳＩМＢＡ）」につい

て、引き続き常勤職員等の履修支援を行い、病院経営

に資する人材育成を推進する。 

⑤病院事務職員を対象とした「病院経営シミュレーショ

ン研修」の受講を促進するとともに、当該研修を軸と

した附属２病院合同での病院事務職員人材育成体系

を策定する。 

⑥キャリアに応じて求められる役割・能力の醸成に向け

て、院内外における研修・セミナーの受講を促進する。 

⑦管理職向けに病院経営を学ぶ外部研修（病院経営者育

成塾等）への参加を推進する。 

 

級を対象に、ダイバーシティに関する研修を実施した。 

 

②研修内容を見直し、入学式応援や病院見学などの体験型プ

ログラムを増やすとともに新採用職員同士がより交流で

きる研修を実施した。 

③個人情報保護研修及びシステムセキュリティ研修を実施

した。 

④【附】【セ】２病院合わせて 14 名の職員が「YCU 病院経営

プログラム」を履修した。 

 

 

⑤【附】【セ】「病院経営シミュレーション研修」の受講促進

とともに、附属２病院合同で、新採用及び異動職員を対象

に「病院事務職員基礎研修」を年間を通して開催した。 

            

⑥【附】【セ】研修・セミナー参加に関する費用を公費で支

出し、受講を促進した。 

⑦【附】病院経営者育成塾に係長級１名、薬局長育成塾に係

長級１名が参加した。 

【セ】外部研修等の周知により、受講を促進した。 

 

 

 

 

中期指標 R5 

教職員意識調査 -（R7 に実施） 

【33】教職員が生き生きと働くた

めの組織風土の醸成 

全ての教職員が誇りや充実感

を持って働くことのできる環境

の実現に向け、ライフステージに

応じた柔軟な働き方を構築し、健

康保持の増進などに取り組む。ま

た、学生・教職員がお互いに多様

●誰もが活躍できる職場環境の実現 

①新たに策定したダイバーシティ推進計画について、教

職員や学生に対し広く周知し、関連する情報を適時発

信していく。 

②障害者の職場定着支援を実施する。 

 

●病院職員の労働環境の向上 

③院内保育所の利用資格を医療従事者のみから、附属病

 

①YCU 法人 News 等の広報媒体を活用し、全教職員向けに新

たなダイバーシティ推進計画を周知した。学生向けには、

ダイバーシティ啓発ポスターを教職学生協働で作成した。 

②指導員のフォローや職場での丁寧な面談等、年間を通じて

適切な定着支援を行った。 

 

③【附】令和５年４月に改訂要綱を施行し、全教職員が利用

Ｃ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

性を認め合うとともに、多文化共

生の推進や、障害者雇用の充実な

どに取り組む。 

附属２病院においては、医師の

働き方改革等へ対応するために、

引き続き、タスクシフト・タスク

シェアなどを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

院所属の全ての教職員に変更する（【附】）。また、急な

休園時にスムーズな受入れが出来るよう、事前登録を

周知するなど、柔軟な受入れを可能とするための体制

づくりや情報提供を行う（【セ】）。 

④育休復帰看護師を対象とした支援企画を年３回開催する

（【附】）。 

⑤医師の適切な労働時間の管理に向け、医師に特化した

出退勤管理システムを導入する。 

 

●医師のタスクシフト・タスクシェア 

⑥上位区分の医師事務作業補助体制加算の取得を目標

として、試験回数の増加や、専門学校等へのリクルー

ティングなど人材確保の強化に取り組む。 

 

 

⑦多職種からなる役割分担の医師の負担軽減及び処遇
の改善計画である「医師の労働時間短縮計画」の策

定を行う。 
⑧医師の労働時間の短縮にかかる全職員の意識改革に

関する研修等に取り組む。 

 
⑨タスクシフト・タスクシェアの実施にあたり、教職員

だけでなく患者への説明として院内掲示等で周知す

る。 

 

⑩医師事務作業補助者による医師業務のタスクシフトを推
進し、業務改善を行いながら、引き続き医療業務の標準
化を行う。 

 
 

⑪医師の業務負担軽減や安全性確保のために PBPM21を拡
大し、実践する。 

 

 

できる運用にした。利用推進に向け改めて周知を行う。 

【セ】院内保育所の受入れ対象を拡大し、柔軟な受入れを

可能とする体制づくりができた。 

 

④【附】前年度はオンライン２回、対面１回の開催としてい

たが、今年度は計画を見直し対面で１回開催した。 

⑤「Dr.JOY」を導入し、出退勤時刻の管理や、兼業時間管理・

超過勤務申請・休暇申請をシステム化することで、医師の

勤怠を適切管理することができた。 

 

⑥【附】【セ】計画どおり人材確保の強化に取り組んだ。附

属病院では、医師事務作業補助者を新たに病院専門職とし

て雇用する制度を新設した（令和６年度から実施）。セン

ター病院では、令和６年４月より最上位区分である医師事

務作業補助体制加算２（15：１）を取得した。 

⑦【附】【セ】医師の労働時間短縮計画を策定し神奈川県か

ら「連携Ｂ水準」（【附】）、「Ｂ水準」（【セ】）に指定された。 

 

⑧【附】【セ】医師の働き方改革（労働時間・兼業・自己研

鑽）に関する QA を発出するなど、教職員への制度周知等

に取り組んだ。 

⑨【附】病院 Web サイトに働き方改革に関する情報発信ペー

ジを新設し、取組内容を周知した。 

【セ】タスクシフトの実施について、ポスターの院内掲出

を行った。 

⑩【附】テンプレートの開発・運用など業務の効率化に取り

組み、約 17,700 時間のタスクシフトを達成した。 

【セ】医師事務作業補助体制加算２取得に向けて人材確保

を行い、加算取得に必要な体制を整備した。 

⑪【セ】策定済みの PBPM を実践し経済効果について検証を

行った。効果を踏まえて新たな PBPM の計画立案を行った。 

 

 

 
21 PBPM：Protocol Based Pharmacotherapy Management 医師・薬剤師などにより事前に作成・合意されたプロトコルに基づく薬物治療管理 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

【主な指標】 

◆教職員意識調査（ダイバーシ

ティ推進関連）：評価 2.7 点以

上/４点満点 

◆障害者雇率：法定雇用率以上

／年 

◆配偶者の出産に伴う休暇（３

日以上）の取得率：100％／年 

◆医師事務作業補助者数：【附】

44 名 （15 対 1加算Ⅰ）【セ】

43 名（15 対 1加算Ⅰ）／期間

中 

 

 

 

＊令和５年度目標 

◆ダイバーシティ推進計画関連情報周知：年２回以上 

◆医師事務作業補助者数：【附】33名【セ】43 名 

 

 

 

 

【特記事項】 

○「配偶者の出産に伴う休暇（３日以上）の取得率」の指標

が目標未達成であったことを受け、Ｃ評価とした。 

中期指標 R5 

教職員意識調査 -（R7 に実施） 

障害者雇率 2.58％／年 
※法定雇用率 2.6％は下回っている

が、法定雇用数は満たしたため、規

定により指標は達成している。 

配偶者の出産に伴う休暇

（３日以上）の取得率 
53.8％／年 

医師事務作業補助者

数 

【附】 22 名 

【セ】 45 名 

令和５年度指標 R5 

ダイバーシティ推進

計画関連情報周知 
３回／年 

５ ＹＣＵの価値向上 
 

【34】創立 100 周年事業の実現 

創立100周年記念事業プロジェ

クトを推進し、令和 10 年の記念

式典の開催と百年史の発刊を行

う。また、百年史の制作過程の可

視化や各記念事業プロジェクト

における情報発信などを通じ、学

内の教職員のみならず学生や卒

業生、企業といった学内外のステ

ークホルダーにも認知されるこ

とで100周年に向けた機運醸成を

図る。 

 

 

●学内外への情報発信の強化 

①100 周年事業実行委員会を中心に事業を実施し、法人

内に的確に情報共有する。 

②100 周年記念事業 Web サイトや SNS を通じて学内外に

情報発信する。 

 

●周年事業の機運醸成に向けた各種取組 

③デジタルアーカイブのコンテンツ充実・利用促進やリー

フレット発行により、周年史制作過程を見える化する。 

④創立記念日（６月１日）の周知活動を行う。 

 

⑤各種イベントや、一体感醸成のための事業を実施す

る。 

 

①委員会を６回開催し、法人内での共有を図った。 

 

②令和５年度に開催した 100 周年記念イベント（５件）の概

要を Web サイト及び SNS で発信した。 

 

 

③累計 1,897 点の資料をデジタルアーカイブで公開し、リー

フレットを２回発行した。 

④パネルとポスターを各キャンパスに掲示し、校歌を校内放

送することで創立記念日の周知を図った。 

⑤大学祭での歴史パネル展示、金沢区民の祭りへのブース出

展を通じて創立 100 周年に向けた発信を行った。 

 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

【主な指標】 

◆創立100周年記念事業プロジェ

クトの実施 

 
 
 

中期指標 R5 

創立 100 周年記念事

業プロジェクトの実

施 

歴史を知る講演会２回開催 

百年史制作業務委託業者選定 

【35】卒業生連携 

周年事業を契機として卒業生

との連携の在り方を社会連携の

一環として捉え直し、単なる親睦

の場ではなく、卒業生の力（経験

や知識、寄附）を活かして大学の

発展につなげるための環境整備

を全学で推進する。あわせて、キ

ャリア支援やリカレント教育な

ど卒後も大学とつながるメリッ

トを卒業生が感じられるような

取組を進める。 

 

【主な指標】 

◆卒業生と大学のつながりを強

化する取組の実施 

 

●卒業生による支援ネットワークの構築（Ⅵ地） 

①卒業生の支援グループ（市大サポーターグループ）に

よる学生支援の体制を整備する。（Ⅵ地） 

②卒業生組織との連携による卒業生間のつながりを活

性化する。（Ⅵ地） 

●卒後も大学とつながるメリットを感じられる取組（Ⅵ

地） 

③卒業生関連イベントを継続し、卒後も大学とつながる

機会を創出する。（Ⅵ地） 

④卒業生が利用可能なサービス・取組について情報発信

する。（Ⅵ地） 

 

①学生が参加する交流会を初開催し、卒業生のサポート意欲

の喚起を図った。 

②同窓会組織との定期的な会合や連携したイベント実施等

の取組を行った。 

 

 

③従来の年配卒業生向けイベントに加え、令和５年度は新た

に若手卒業生向けのイベントを実施した。 

④Facebook や卒業生向け広報誌「YCU 通信」を通じて情報発

信を行った。 

 
 

中期指標 R5 

卒業生と大学のつな

がりを強化する取組

の実施（Ⅵ地） 

①・②のとおり 

Ｂ 

【36】横浜市と連携したグローバ

ルネットワークの構築 

これまでの交流実績を踏まえ、

学生のニーズを反映した海外協

定校との質の高い交流を実施す

る。 

また、アカデミックコンソーシ

アム22の活動や国際都市横浜なら

ではのグローバルな視野が培わ

れる交流や体験の機会を創出す

●海外協定校との質の高い交流の推進（Ⅶグ） 

①海外協定校との交流実績を把握し、世界大学ランキン

グ 500 位内の大学と質の高い交流を推進する。（Ⅶグ） 

 

 

②第 14 回アカデミックコンソーシアム総会・国際シン

ポジウムをタマサート大学（タイ）で開催する。（Ⅶグ） 

③横浜市及び市内機関等と連携し、横浜ならではの国際

体験の機会を学生へ提供する。（Ⅶグ） 

 

 

①世界大学ランキング 500 位内の大学９校へ学生を派遣し

た。またランキング 500 位内かつ学生ニーズが高い地域の

大学４校と交換留学立ち上げに向けた交渉を新たに開始

した。 

②計画どおり実施した。４年ぶりの対面開催を成功させ、ア

ジア５大学から過去最大の参加学生数を得た。 

③横浜市の国際イベント等と７件の連携を行い、学生に国 

際会議での活躍の場を提供した。 

 

Ｂ 

 
22 アカデミックコンソーシアム：アジアトップ大学と協働で都市の課題解決を目指す国際学術ネットワーク 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

ることで国際交流活動を推進す

るとともに、様々な取組を海外大

学や外国人留学生に向けて広報

発信し、グローバルネットワーク

の構築を図る。 

 

【主な指標】 

◆横浜市と連携した国際交流活

動の実施件数：７件／年 
 

●国際交流活動における広報発信（Ⅶグ） 

④海外大学や外国人留学生向けのクイック・レファレン

ス（大学基本情報リーフレット）を作成し、発信する。

（Ⅶグ） 

 

 

 

④本学の魅力や概要をより分かりやすく伝えるためのクイ

ック・レファレンスを作成し、海外大学と面会で活用した。 

 
 

中期指標 R5 

横浜市と連携した国

際交流活動の実施件

数（Ⅶグ） 

７件／年 

【37】戦略的広報の展開 

本学の優れた取組や魅力を、ス

テークホルダーに向け分かりや

すく、かつ的確に発信するための

広報戦略を整備し、発信力を強化

する。これにより、創立 100 周年

に向けて、大学の認知度を更に高

め、法人の持続可能な経営基盤強

化等につなげていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●YCU の価値向上につながる最適な広報展開 

①新たに取り組む学生広報プロジェクト等で SNSや動画

によるターゲットの情報収集の特性に合わせた情報

発信施策を検討し実施する。 

②届けたい情報が確実にユーザーに届くよう、本学 Web

サイトのユーザビリティを向上させる。 

③YCU ブランドの確立、浸透のため、「ブランドガイド」

を活用する。 

●研究成果の積極的発信 

④より分かりやすい研究成果のプレスリリース発信を

行う。 

 

⑤記者懇談会、記者会見などのメディアリレーションの

ための取組を継続する。 

⑥Facebook 及び Web サイトを充実させる等、研究機関や

研究者等へのリーチを狙った施策を実施する。 

 

 

●教職員の広報マインド及び発信力の涵養 

⑦教職員から情報収集することで、ニュースソースを発

掘する。 

⑧広報課へ情報が集まるインナーコミュニケーション

の取組を継続する。 

 

 

①学生広報プロジェクトによる「YCU 生のリアル」をテーマ

とした動画制作を行い、YouTube で配信した。 

 

②２病院 Web サイトをリニューアルした。 

 

③ブランドガイドにもとづいた広報物を制作した。 

 

 

④プレスリリースのサブタイトルに今後の応用を追加した

ほか研究成果のポイントを分かりやすい内容にするなど

工夫した。 

⑤記者懇談会、記者会見の実施はなかったものの、取材対応

等でメディアとの関係構築を進めた。 

⑥令和４年度にリニューアルした研究ポータルサイトに研

究成果のプレスリリースを集約し、メディア掲載情報を

Facebook で随時発信した。 

 

 

⑦広報委員会より、広報活動への協力について各部局の会議

で周知した。教職員から寄せられたニュースソースを基

に、プレスリリース、Web 記事、SNS 等で随時発信した。 

⑧各課広報担当者宛に隔月で「広報課メールマガジン」を発

信した。 

 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

【主な指標】 
◆広報戦略の策定及び推進  

 

 

 

中期指標 R5 

広報戦略の策定及び

推進 

広報戦略を策定した。 

６ 課題解決を目指した地域社会との協働の推進 
 

【38】コーディネート機能の強化

による地域連携の推進 

地域の行政・団体・企業等の地

域主体と本学とが、研究・教育活

動において連携・協働するため

に、地域貢献センターが相談窓口

となり、地域と大学をつなぐ仕組

みづくりとマッチングを推進し、

地域ニーズに応えていく。 

また、コーディネーターを活用

した連携を一層促進するととも

に、ＥＢＰＭ の取組を推進する

横浜市のシンクタンク機能とし

ての役割を果たすため、データサ

イエンス等の専門的知見を活用

する。 

 

【主な指標】 

◆地域貢献センター相談対応件

数:60 件／最終年度 

◆市の施策立案等に関わる連携

取組件数：50件／最終年度 

 

●地域と大学をつなぐマッチングの推進（Ⅵ地） 

①コーディネーターの活動を強化・拡充するために役割

の明確化と学内外への周知を行う。（Ⅵ地） 

②学外に対する地域貢献センターの認知度向上を目指

すために Web や広報誌による情報発信を行う。（Ⅵ地） 

 

●県市等、行政との連携の推進（Ⅵ地） 

③教員地域貢献活動支援事業等における効果的な支援

制度を新たに構築する。（Ⅵ地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊令和５年度目標 

◆市の施策立案等に関わる連携取組件数：28 件 

 

①コーディネーターについて、横浜市の会議体での周知や、

Web サイト、メールマガジンを通じた活動周知を行った。 

②地域貢献に関する Web サイトを新装し、情報発信の改善を

行うとともに、地域からの相談を受け付けやすくした。 

 

 

③教員地域貢献活動支援事業（地域実践研究）について、よ

り地域性の高い研究促進に向け、金沢区地域での研究を支

援する部門を令和６年度に新設する見直しを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期指標 R5 

地域貢献センター相

談対応件数（Ⅵ地） 
55 件／年 

市の施策立案等に関

わる連携取組件数

（Ⅵ地） 

33 件／年 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

７ 医学部・病院等再整備事業を見据えた取組の推進 
 

【39】附属２病院における連携の

推進及び経営基盤の強化 

新たな診療報酬体系への対応

を図るほか、附属２病院間の連携

を強化し、各々の強みや特色を活

かした診療を行い、診療機能に見

合った収益を確保していく。物品

調達等をはじめとする附属２病

院間の協働を強化し、共通化や共

同購入を進めることで、コストを

抑制する。 

また、附属２病院と医学部が、

診療・教育・研究の各分野におい

て交流と連携を一層強め個々の

取組を一体的に進めていくこと

で、相乗効果を最大限発揮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●積極的な診療報酬の獲得 

①届出済みの施設基準について上位区分の取得により、

増収を目指す。 

 

 

 

 

 

②新規施設基準を取得できるものは積極的に取得に向

けた調整を行い、届出につなげる。 

 

 

③現行取得している診療報酬については、確実な算定に

向けた調整・見直しを行う。 

 

 

●経営改善に向けた経営指標等の活用 

【附】 

④院内のデータ整理として、データカタログの作成と内

容の精査を行う。 

 

⑤「国立大学病院管理会計システム」を活用したクリニ

カルパス等のベンチマーク分析を行う。 

【セ】 

⑥原価計算結果を診療科部長及び主任教授に報告し、診

療科が注力している診療行為に関する個別原価計算

結果を提示する。 

⑦原価計算に係る「個別カンファレンス（仮称）」を実施

する。 

 

●附属２病院の協働による取組の推進 

⑧附属２病院で別々に契約していた医薬品と試薬につ

いて合同入札を実施する。 

 

①【附】医師事務作業補助体制加算２について、令和５年４

月に従来の（25：1）から上位区分である（20：1）への届

出を行った。その後、11 月に要件を満たさなくなったた

め、25：1 に区分を下げたが、令和６年４月に再度 20：1

に区分を戻す予定である。 

【セ】上位区分ではないものの、２月に届出済み特定入院

料に係る新規加算の届出を行うことができた。 

②【附】胃瘻造設時嚥下機能評価加算を含む計９件の新規届

出を行うことができた。 

【セ】内視鏡手術用支援機器を用いる手術や先進医療を含

む、計 14件の新規届出を行うことができた。 

③【附】診療現場との打合せや算定委託業者との定期的なミ

ーティング等を通して、確実な算定を行った。 

【セ】適切な算定を実施するため、算定方法の見直しを順

次実施した。また、診療報酬に係る知識習得を目的とした

院内広報を行った。 

【附】 

④計画どおりデータカタログの作成と内容の精査を行った。

今後データカタログをもとにＤＸ化に向けた検討を開始

する予定である。 

⑤12 月に勉強会に参加し、分析内容の発表を行った。各部署か

らの依頼に対し、ベンチマーク分析したデータを提供した。 

【セ】 

⑥四半期ごとに計４回報告した。 

 

 

⑦診療科部長や医局長に対して、計５回実施した。 

 

 

 

⑧【附】【セ】医薬品に続き試薬についても附属２病院で入

札を実施した。薬価交渉の方法は他病院とヒアリングを行

【附】

Ｂ 
 

【セ】

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な指標】 

◆附属２病院の協働による取組

の推進 

 

 

 

⑨附属２病院で異なる種類の診療材料について、同製品

を採用する。 

 

⑩附属２病院の Webサイトを SEO 対策及びユーザビリテ

ィの向上を目的にリニューアルする。（再掲【24】） 

⑪新規に開始する診療行為については、運用や自費料金

設定等に乖離が生じないよう２病院間で情報を共有

する。 

 

●附属２病院の人事交流 

⑫医療技術職の各部門間における短期交流研修等を実

施し、人事交流を推進するとともに、定期人事異動等

の検討を進める。 

⑬薬剤部１週間交流を継続・拡充する。 

 

●附属２病院と医学部の連携強化 

⑭附属２病院と看護学科が実践（臨床）・人材育成・教

育・研究・地域貢献の各分野において交流と連携を強

め、個々の取組を一体的に進める。 

い、結果２病院で採用している医薬品について同種同行品

を合わせていくことを目標とした。 

⑨【附】【セ】２病院で同一品への切替え及び採用品の価格

統一を進め、附属約 800 万円、センター約 1,000 万円の費

用削減につながった。 

⑩【附】【セ】SEO 対策及びユーザビリティの向上を目的に

Web サイトを全面リニューアルし、令和６年３月に公開し

た。 

⑪【附】【セ】新規の自費料金設定については、双方におけ

る料金設定の根拠等も含めて情報共有を行い、著しい乖離

が発生しないように留意した。 

 

⑫【附】【セ】看護部、放射線部、臨床検査部、臨床工学技

士、作業療法士等、複数職種で人事交流及び異動を実施し

た。 

⑬中堅職員の交換研修を計２回実施し、２病院で計４名が研

修に参加した。 

 

⑭計画どおり看護学科の教育において看護部と連携して演

習、実習を実施した。また附属２病院と看護学科の連携強

化として、令和６年４月から YCU 看護キャリア開発支援セ

ンターの設置が決定した。 

 

 

 

中期指標 R5 

附属２病院の協働に

よる取組の推進 
⑧・⑨・⑩のとおり 

【40】医学部・病院等再整備の検

討 

医学部・附属２病院等について

は、狭あい化・老朽化による課題

を抜本的に解決し、医療を取り巻

く環境の変化に対応しつつ、将来

●医学部・病院等再整備の検討 

①「教育」「研究」「診療」領域における現況と課題を整

理し、将来の目指す姿や具体的な機能等の検討を行

う。 

②事業規模、事業費、事業手法等に関して市との調整を

行う。 

 

①各領域検討委員会において活発な議論を行い、各領域基本

計画原案を作成した。 

 

②事業規模等について市と共に検討を行った。 

 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

にわたり市民の健康と命を支え

る「最後の砦」としての存在であ

り続ける必要がある。 

あわせて、教育・研究・診療機

能の一体整備による新たなイノ

ベーションの創出、地域貢献の強

化等も図るため、横浜市と連携し

ながら事業を推進し、新医学部・

病院等が目指す姿や備える機能

の検討を検討し、実施計画の策定

などを進める。 

 

【主な指標】 

◆実施計画の策定など再整備に

向けた検討の準備 

 

③基本計画原案を作成する。 

 

③学内説明の実施、学内意見の反映を踏まえ、基本計画原案

（市大案）として作成した。 

 

 

【特記事項】 

③令和５年度に作成した基本計画原案（市大案）は根岸住宅

地区での一体整備を前提にしたものだが、その後、前提条

件の見直し（統合する附属病院は、センター病院のある浦

舟地区、医学部・研究施設は根岸住宅地区で整備すること

を基本とする。）が生じたため、令和６年度に改めて基本

計画原案（市大案）の作成を行う予定である。 

中期指標 R5 

実施計画の策定など

再整備に向けた検討

の準備 

①・②・③のとおり 

８ 環境への配慮や交流を意識したキャンパスづくり 
 

【41】環境へ配慮したキャンパス

づくり 

カーボンニュートラルをはじ

めとする社会的要請への実現に

あたり、建物のＺＥＢ23化を検討

し、エネルギー効率を踏まえた計

画的なメンテナンスを行うこと

で、長寿命化計画を推進する。特

に、温室効果ガス排出量の抑制と

電気使用量削減のため、照明のＬ

ＥＤ化や空調機器の更新を行う。 

 

 

 

 

●学内建築物の基礎的調査を踏まえた、効率的なメンテ

ナンス計画策定の検討 

①エネルギー効率を踏まえたメンテナンス計画策定の

ため、金沢八景キャンパスの総合研究教育棟とサーク

ル棟の省エネルギー性能指標（ＢＥＩ）計算を計画的

に実施する。 

 

●「環境方針」に基づく環境管理システムにつながる省

エネ・脱炭素化実現を考慮した計画的メンテナンスの

実施検討 

②設備更新時においては、光熱費の抑制を目標にエネル

ギー効率の高い機器選定を検討する。 

 

 

 

 

 

①総合研究教育棟の ZEB 化に関する検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

②照明の LED 化や全熱交換器による空調機負荷の軽減を行

った。 

 

 

 

Ｂ 

 
23 ZEB（Net Zero Energy Building）：快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のこと。 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

 

【主な指標】 

◆長寿命化計画に基づくメンテ

ナンスの実施 

 

 

＊令和５年度目標 

◆金沢八景キャンパス本校舎ＬＥＤ化：100％ 

 

 

【特記事項】 

○省エネの実証実験により光熱費を抑制することができた。 

 

中期指標 R5 

長寿命化計画に基づく

メンテナンスの実施 

①・②のとおり 

令和５年度指標 R5 

金沢八景キャンパス

本校舎ＬＥＤ化 
100％ 

【42】交流を意識したキャンパス

の充実 

金沢八景キャンパスでは、第３

期中期計画で策定したキャンパ

スマスタープランに基づき、イノ

ベーション・コモンズ（共創拠点）

に資する「交流の場」整備を計画

的に進める。 

福浦キャンパスでは、狭あい化

対策の検討を進めるとともに、学

生の教育環境充実や研究の促進

等を図る。 

また、優秀な外国人留学生を獲

得し、教育・研究の充実及びキャ

ンパスの国際化を推進するため、

国際混住型留学生宿舎の検討を

進め、外国人留学生と日本人学生

等が共に生活し、学び合う環境を

作り、多文化共生を推進する。 

 

【主な指標】 

◆交流・共創を推進する施設機能

の整備 

●金沢八景キャンパスにおける「交流の場」整備 

①前年度に実施したフリースペース整備計画検討を踏

まえ、具体的な整備に向けたロードマップを検討す

る。 

 

●福浦キャンパス 

②新棟の建設については、教育部門と研究部門で連携し

ながら、必要な機能・財源等を調整し、建設に向けた

検討を開始する。 

 

 

●国際混住型留学生校舎の検討（Ⅶグ） 

③不足する交換留学生の居室を確保しつつ、国際混住型

留学生宿舎の確保に向けた検討も進める。（Ⅶグ） 

 

 

①ロードマップ及び整備計画概算費用の検討を行った。 

 

 

 

 

②文部科学省「地域中核・特色ある研究大学の連携による産

学官連携・共同研究の施設整備事業」に採択され（令和５

年４月）、産学官共創のオープンイノベーションラボやイ

ンキュベーション施設など研究拠点の整備を進めた（令和

６年竣工予定）。 

 

③令和５年度後期より、既存宿舎 25 室に加え、新たに 28 室

を借り上げにより確保した。これにより、コロナ後に大幅

に増えた交換留学生の宿舎を準備することができた。 

 

 
 

中期指標 R5 

交流・共創を推進す

る施設機能の整備 

①のとおり 

Ｂ 
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中期計画 令和５年度計画 令和５年度実績 
自己 

評価 

Ⅴ 自己点検及び評価 

【43】計画の浸透と適切かつ効率

的な自己点検・評価の実施及び情

報公開 

中期計画の着実な達成に向け

て全教職員に広く浸透するよう

周知を徹底する。あわせて、客観

的なデータに基づく自己点検・評

価を定期的に実施し第三者評価

を受けることで、法人の課題を洗

い出し、その課題の解決を継続的

に進める。さらに、多様なステー

クホルダーに向けて法人の基本

情報や教育・研究成果等の情報公

開を促進する。

【主な指標】 

◆第三者評価の受審及び課題等

への継続的な対応

●中期計画の周知徹底

①入職者に中期計画の研修を実施する。

②YCU 法人 News 等の広報媒体、会議体等を通じて中期計

画や経営改革の取組を教職員に発信する。（再掲【26】） 

●自己点検・評価の実施

③令和４年度計画及び第３期中期計画期間の自己点検

を実施し、法人評価委員会による評価を受ける。

④医学教育分野別評価を受審する。（再掲【１】）

⑤自己点検や評価で洗い出された課題に取り組む。

●情報公開の促進

⑥第４期中期計画期間中に収集するデータを見直す。

①計画どおり実施した。

②YCU 法人 News 内で全教職員に向けて「改革通信」を計９

回発信し、情報共有による一体感の醸成を図った。

③計画どおり実施した。

④医学教育分野別評価に向けて滞りなく準備を進め、受審し

た。

⑤評価結果の留意事項について、改善に向けた取組を実施

し、Web サイトに公表した。

⑥収集データの見直しを行った。

中期指標 R5 

第三者評価の受審及

び課題等への継続的

な対応 

③・④・⑤のとおり

Ｂ

Ⅵ 地域貢献（横断的項目） 

【８】【９】【10】【11】【12】【14】【19】【21】【23】【24】【25】【35】【38】 各項目の実績のとおり － 

Ⅶ グローバル展開 

（横断的項目） 

【２】【９】【10】【12】【14】【22】【36】【42】 各項目の実績のとおり － 
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